
 

第３期健康横浜２１の策定状況について 

 

２月の横浜市会にて原案が可決された「第３期健康横浜２１～横浜市健康増進計画・歯科

口腔保健推進計画・食育推進計画～」の概要と今後のスケジュール等について報告します。 

 

１ 第３期健康横浜２１の概要 

横浜市民の最も大きな健康課題の一つである生活習慣病の予防を中心とした、横浜市にお

ける総合的な健康づくりの指針として、健康増進法に基づく「市町村健康増進計画」を軸

に、関連する分野の計画として、横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例に基づく「歯科口

腔保健推進計画」及び食育基本法に基づく「食育推進計画」の３つの計画を一体的に策定し

ます。 

 (1) 計画期間 

  令和６年度（2024年度）～令和17年度（2035年度）の12年間 

 (2) 基本理念 

  共に取り組む生涯を通じた健康づくり 

 (3) 基本目標 

  健康寿命の延伸 

 (4) 全体像 

健康寿命の延伸に向けて、「生活習慣の改善に向けた取組」においては、「栄養・食生

活」、「歯・口腔」、「運動」など、「生活習慣病の発症予防や重症化予防の取組」にお

いては、「健康診査」、「歯科健診」など、「健康に望ましい行動を取りやすくする環境

づくり」においては、「食環境づくり」、「受動喫煙防止対策」、「職場における健康づ

くり」などに取り組みます。 

そして、取組の効果を高めるために、若い世代からの取組を重視する「将来を見据えた

健康づくり」や、性別によって異なる健康課題に向けた「性差を踏まえたヘルスリテラシ

ー支援」などの「取組を推進する10の視点」を持ちながら、取組を推進していきます。 
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２ 素案からの主な変更点 

  令和５年９月から 10 月に実施したパブリックコメントでいただいた御意見等を踏まえ、素

案から内容を変更しました。 

項目・＜種類＞ 変更前（素案） 変更案（原案） 頁 章・項目番号 

死因別死亡数と死亡

率の状況 

＜追記＞ 

― 

（図2-2-12として、不慮の溺死及

び溺水の死亡数・年代別・月別

のグラフを追加） 

33 ２章２(3)ウ 

飲酒に関する現状・課

題 

＜追記＞ 

― 

○たとえ少量であっても、飲酒自

体が発症リスクを上げてしまう

疾患もあり、飲酒量をできる限り

少なくすることの重要性が分か

ってきています。 

73 ３章３(4)② 

オーラルフレイルの

認知度に関する施策 

＜追記＞ 

オーラルフレイルを理

解し、 

 

オーラルフレイルが、ささいな口

腔機能の低下から始まることを

理解し、 

133 
５章３(1)エ

(ｳ) 

栄養バランスに配慮

した食生活の推進に

おける行政の取組 

＜追記＞ 

·スーパー、商店街、企

業等と連携し、生活場を

通して、 

·スーパーマーケット、商店街、

企業等と連携し、身近で多様な生

活の場を通して、 

156 
６章４(4)ア

(ｳ) 

計画の推進における

行政の役割 

＜追記＞ 

行政は、第３期計画を総

合的に推進していくた

めに、関係機関・団体と

の連携を図り、 

行政は、第３期計画を総合的に推

進していくために、広報・プロモ

ーションに注力するとともに、関

係機関・団体との連携を図り、 

174 ７章２(2) 

計画の評価における

「腰痛の予防と改善」

の中間成果指標 

＜修正＞ 

腰痛症で通院中の人の

割合（％） 

腰痛が１か月以上継続している

人の割合（％） 
177 ８章２(3)⑦ 

 

３ 今後のスケジュール 

原案の内容に附属機関の委員名簿等の参考資料等を加え、計画冊子として印刷し、広く周

知していきます。 

 

４ 公開予定の広報媒体一覧（本日の資料は原案時点の内容） 

  計画全文（A4縦：冊子200頁程度：資料３-２） 

計画全文テキスト版（ホームページ上にデータ掲載） 

冊子要約版（A4縦：６頁：資料３-３） 

概要版（スライド形式A4横：31頁：資料３-４） 

概要版動画（ホームページ上に掲載、YouTube：約17分） 
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第3期健康横浜21が目指す健康づくり第１章

第1章 第3期健康横浜21が目指す健康づくり

1	 策定の趣旨

　横浜市民の最も大きな健康課題の一つである生活習慣病の予防を中心とした、横浜市における総

合的な健康づくりの指針として、「第３期健康横浜２１～横浜市健康増進計画・歯科口腔保健推進計

画・食育推進計画～」（以下「第３期計画」という。）を策定します。

　計画の推進に当たっては、様 な々関係機関・団体と情報共有し、協働で取組を進めていきます。

2	 計画期間

　国が定める「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」に基づいて推進す

る「二十一世紀における第三次国民健康づくり運動（健康日本21（第三次））」を踏まえ、令和６年度

（2024年度）から令和17年度（2035年度）の12年間を計画期間とします。

3	 これまでの計画と第３期計画の特徴

（１）これまでの計画
　横浜市では、健康増進法に基づく市町村健康増進計画として、平成13年（2001年）９月に「第１期

健康横浜２１」を策定しました。取組テーマを「生活習慣病予防の推進」と定め、「食習慣の改善」、「身

体活動・運動の定着」、「禁煙・分煙の推進」、「メタボリックシンドローム対策の推進」を重点取組分野と

して、平成24年度（2012年度）まで取組を進めてきました。

　平成25年度（2013年度）からは「第２期健康横浜２１」（以下「第２期計画」という。）を推進してきま

した。基本目標として「健康寿命」（健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間）を

延ばすことを掲げ、取組テーマを「生活習慣の改善」と「生活習慣病の重症化予防」と定め、健康増進

の基本である「食生活」、「歯・口腔」、「喫煙・飲酒」、「運動」、「休養・こころ」の５つの分野から生活習

慣の改善にアプローチするとともに、がん検診、特定健診の普及を進めてきました。

H13（2001）〜H24（2012）

H22（2010）〜H27（2015）

第1期健康横浜21

第1期食育推進計画

第2期食育推進計画

第2期健康横浜21

第3期健康横浜21

H25（2013）～R05（2023）

H28（2016）〜R05（2023）

R06（2024）～R17（2035）

市町村健康増進計画（3期目）
歯科口腔保健推進計画(1期目)
食育推進計画（3期目）
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（２）第３期計画の特徴
　令和４年（2022年）６月に取りまとめた第２期計画の最終評価では、基本目標である健康寿命の延

伸を達成することができ、行動目標の約５割の指標が「目標に近づいた」又は「目標値に達した」となりま

した。今後の課題としては、健康寿命の延伸に向けた市民の健康課題の把握、女性の健康寿命の延

びの鈍化への対応、健康に望ましい行動を取りやすくする環境づくり、健康格差の縮小、次の世代に進

んだ際に予測される健康課題を未然に防ぐといった視点の必要性が示されました。

　また、健康寿命の延伸には、市民、歯科保健医療関係者、食育関連団体など様々な領域の関係者

が方向性を共有し、同一の目標に向かって、歯科口腔保健の施策や食環境づくりを進める食育の取組

を一体的に進めていく必要性が確認されました。

　これらの課題を踏まえて第３期計画には、健康に関心が薄い人や健康づくりに取り組めない状況に

ある人にも重点を置いた取組や、個人の生活習慣の改善だけにアプローチするのではない、環境づ

くりの取組も明確に位置付けています。さらに、健康寿命の延伸への寄与要因を多角的に分析し、予

防効果が表れやすい健康課題を選定するとともに、データを重視した政策立案を進めるためＥＢＰＭ

（Evidence-based Policy Making：エビデンス（根拠）に基づく政策形成）の考え方を踏まえて、

目指す「成果」と実施する「取組」の関係を体系化し、評価方法も明確化した計画としています。

　そして、第３期計画を総合的な健康づくりの指針とするために、健康増進法に基づく「市町村健康

増進計画」を軸に、関連する分野の計画として、横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例に基づく

「歯科口腔保健推進計画」及び食育基本法に基づく「食育推進計画」の３つの計画を一体的に策定

します。
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4	 基本理念、基本目標、目指す成果

基本理念「共に取り組む生涯を通じた健康づくり」

　乳幼児期から高齢期まで継続した生活習慣の改善、生活習慣病の発症予防や重症化予防、健

康に望ましい行動を取りやすくする環境づくりに、市民、関係機関・団体、行政が共に取り組むこと

により、誰もが健やかな生活を送ることができる都市を目指します。

目指す成果～「基本目標（最終成果）」、「中間成果」、「直接成果」～

　計画に位置付けられた各種取組によってもたらされると仮定した変化を、あらかじめ設定した

指標により測定します。

　取組による直接的な効果と考えられる「生活習慣の改善・意識や行動の変化」、「環境の改善」

に関する指標を「直接成果」に設定して、その改善を図ります。

　複数の直接成果によってもたらされ、いずれは最終成果につながるといった考え方により、直接

成果と最終成果の間にある有病割合や死亡率等の指標の改善を「主要な健康課題の改善」として

「中間成果」に設定します。直接成果、中間成果の目標を設定し、基本目標（最終成果）の達成を目

指します（評価方法の詳細は第８章「計画の評価」に記載）。

基本目標「健康寿命の延伸」

　健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間を延ばします。

健康上の問題で

日常生活が制限されることなく生活できる期間
健康上の問題で

日常生活に制限がある期間

健康寿命

寿命

　直近値となる令和元年（2019年）の健康寿命は、男性72.60年、女性75.01年、この年の平均寿命

は、男性82.03年、女性87.79年となっており、平成22年（2010年）からの９年間で、健康寿命も平均

寿命も着実に延伸しました（横浜市が厚生労働省研究班「健康寿命算定プログラム」を用いて算出）。

　その一方で、平均寿命と健康寿命には、男性9.43年、女性12.78年の差があります。この差の拡大

を防ぎながら、健康寿命を延ばしていくことを目指します。
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5	 主要な健康課題

　横浜市民の健康に関するデータ分析の結果、「健康寿命の延伸への寄与が大きい」、「全国データ

と比較して改善の余地がある」、「予防効果が表れやすい」など、次の10項目を「主要な健康課題」と

して選定し、健康寿命の延伸に向けた中間成果の指標として、その改善を目指します。

　①生活習慣病（心血管疾患、がん、糖尿病、慢性の呼吸器系疾患）の予防を通じた早世の減少、

②男性の肥満や脂質異常症の改善、③女性の乳がんの死亡率の減少、④糖尿病の重症化の予防、

⑤喫煙・受動喫煙の減少、⑥歯周炎の予防と改善、⑦腰痛の予防と改善、⑧骨折・転倒により介護

が必要な状態となることの減少、⑨高齢期の不慮の事故による死亡率の減少、⑩成人期・壮年期の

メンタルヘルスの向上の10項目です。

　健康に関するデータ分析の結果、第３期計画で新たに明確化したものは、⑦腰痛の予防と改善、⑨

高齢期の不慮の事故による死亡率の減少、⑩成人期・壮年期のメンタルヘルスの向上です。⑦につ

いては健康寿命への影響が大きいこと、⑨については冬場の不慮の溺死及び溺水が全国と比べて多

いこと、⑩については他都市と比較して睡眠時間が短い成人期男性が多いことや育児や子どもの教

育で悩む成人期女性が多いことなどを根拠としています。

第3期健康横浜21　体系図

健康寿命の延伸に向けた主要な健康課題の改善

①生活習慣病の予防を通じた早世の減少 ⑥歯周炎の予防と改善

②男性の肥満や脂質異常症の改善 ⑦腰痛の予防と改善

③女性の乳がんの死亡率の減少 ⑧骨折・転倒により介護が必要な状態となることの減少

④糖尿病の重症化の予防 ⑨高齢期の不慮の事故による死亡率の減少

⑤喫煙・受動喫煙の減少 ⑩成人期・壮年期のメンタルヘルスの向上
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6　取組領域と取組テーマ

　健康寿命の延伸に向けた取組を推進するに当たっては、「取組領域」として、個人の行動に関わる

「生活習慣の改善に向けた取組」、疾患リスクの早期発見や症状の進行予防に関わる「生活習慣病

の発症予防や重症化予防の取組」、社会環境の整備に関わる「健康に望ましい行動を取りやすくす

る環境づくり」を設定します。

　「生活習慣の改善に向けた取組」においては、「取組テーマ」に「栄養・食生活」、「歯・口腔」、「喫

煙」、「飲酒」、「運動」、「休養・こころ」、「暮らしの備え」を位置付けます。

　「生活習慣病の発症予防や重症化予防の取組」においては、「健康診査」、「がん検診」、「歯科健

診」、「糖尿病等の疾患」を位置付けます。

　「健康に望ましい行動を取りやすくする環境づくり」においては、「食環境づくり」、「給食施設の栄養

管理」、「受動喫煙防止対策」、「職場における健康づくり」を位置付けます。

　取組テーマごとに現状・課題を整理し、取組内容を検討した上で、横断的な取組も行っていきます。

7　ライフステージの設定

　第３期計画におけるライフステージ（乳幼児期、成人期、高齢期等の人の生涯における各段階）は、

第２期計画の考え方を継承し、生活習慣に大きく影響する就学・就業の有無等を考慮した、３つのラ

イフステージを設定します。

○育ち・学びの世代（乳幼児期～青年期）

○働き・子育て世代（成人・壮年期）

○実りの世代（高齢期）

　加えて、取り巻く環境、その年齢を対象に行われる健診・検診を踏まえて、取組の対象とする年齢の

目安を示します。

取組領域 

生活習慣の改善に

向けた取組 

生活習慣病の発症予防や 

重症化予防の取組 

健康に望ましい行動を 

取りやすくする環境づくり 

取
組
テ
ー
マ

栄養・食生活

歯・口腔 

喫煙 

飲酒 

運動 

休養・こころ

暮らしの備え 

健康診査 

がん検診 

歯科健診 

糖尿病等の疾患 

食環境づくり 

給食施設の栄養管理 

受動喫煙防止対策 

職場における健康づくり 
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8　取組を推進する10の視点

　取組テーマの下に位置付けた取組を行政等が推進する際に、その効果を高めるために意識すべ

きことを「取組を推進する10の視点」として掲げます。ライフコースアプローチ※１の重要性を踏まえると

ともに、健康に関心がある人だけに届きやすい取組に偏らず、健康格差の拡大を防ぎ、予防効果を高

め、時代に即したものとするためのものです。

　①将来を見据えた健康づくり、②性差を踏まえたヘルスリテラシー※２支援、③ナッジ※３やインセン

ティブ※４の活用、④環境の創出と利活用、⑤つながりで進める健康づくり、⑥誰も取り残さない健康支

援、⑦デジタル技術の有効活用、⑧平時からの健康づくり、⑨産学官連携・共創、⑩前計画からの継

続課題の10項目とします。

※１ ライフコースアプローチ：胎児期から高齢期に至るまでの人の生涯を経時的に捉えた健康づくりのこ

と。幼少期からの生活習慣や健康状態は、成長してからの健康状態にも大きな影響を与え、高齢期

に至るまで健康を保持するには、高齢者の健康を支えるだけでなく、若い世代からの取組が重要と

いう考え方によるもの。

※２ ヘルスリテラシー：健康に関する正しい情報を入手し、理解して活用する能力のこと。

※３ ナッジ：「ナッジ」とは「ひじで軽く突く」という意味。行動経済学上、対象者に選択の余地を残しなが

らも、より良い方向に誘導する方法。

※４ インセンティブ：目標の達成度等の取組の成果等に応じた配分を行うことで、意欲を引き出すための

仕組み。

取組を推進する10の視点

①将来を見据え

た健康づくり

②性差を踏まえ

たヘルスリテラ

シー支援

③ナッジやイン

センティブの

活用

④環境の創出と

利活用

⑤つながりで進

める健康づくり

ライフコースアプ

ローチによる将

来に向けた予防

性別によって異

なる健康課題を

踏まえたヘルスリ

テラシー向上

支援

楽しみや喜びを

感じることから健

康への関心につ

なげる仕掛け

づくり

健康に好影響を

もたらす社会的

環境の創出と物

理的環境の

利活用

人と人とのつな

がりを通じた身

近で気軽な

健康づくり

⑥誰も取り残さ

ない健康支援

⑦デジタル技術

の有効活用

⑧平時からの健

康づくり

⑨産学官連携・

共創

⑩前計画からの

継続課題

様 な々状況にあ

る市民の健康づ

くりへの支援

デジタル技術を

有効活用した便

利で効率的な

サポート

自然災害や感染

症の蔓延等の発

生に備えて平時

から行う健康

づくり

民間事業者・大

学等の力を活用

した取組の推進

と健康づくりの

活性化

第２期計画から

引き継ぐ課題へ

の対応
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9　計画の位置付け

（１）市町村健康増進計画、歯科口腔保健推進計画及び食育推進計画の関係
　第３期計画は、「市町村健康増進計画」、「歯科口腔保健推進計画」、「食育推進計画」の３つの計画

を一体的に策定したものです。

　歯科口腔保健推進計画は、定期的な歯のチェックや歯周病予防等の歯科口腔保健を推進し、市民

の生涯にわたる健康づくりに寄与することを目的としています。

　また、食育推進計画は、「『食』を通して健康と豊かな人間性を育み、活力ある横浜を創る」を基本理

念とし、健康増進の視点及び社会・環境・食文化・食の安全の視点から、基本目標や推進テーマを設

定しています。

　歯科口腔保健推進計画及び食育推進計画における、生活習慣の改善、生活習慣病の発症予防や

重症化予防、健康に望ましい行動を取りやすくする環境づくりに該当する部分を、市町村健康増進計

画に位置付けます。

　これらの３つの計画により、「健康寿命の延伸」に取り組みます。

（２）国民健康づくり運動プランとの関係

　「二十一世紀における第三次国民健康づくり運動（健康日本 21（第三次））」においても、健康寿命
の延伸は実現されるべき最終的な目標に設定されており、第３期計画は国が設定したその他の目標も

勘案した内容となっています。 
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（３）横浜市中期計画との関係
　横浜市では、令和22年（2040年）頃の横浜のあ

りたい姿として、共にめざす都市像を描き、その実現

に向けた基本戦略を掲げ、９つの戦略と４年間に重
点的に取り組む38の政策を取りまとめた「横浜市中

期計画2022～2025」を策定しています。
　「横浜市中期計画2022～2025」では、基本戦

略に「子育てしたいまち	次世代をともに育むまち	ヨ

コハマ」が掲げられ、９つの戦略の一つである「誰も

がいきいきと生涯活躍できるまちづくり」を目指す政

策として「市民の健康づくりと安心確保」を位置付け

ています。
　第３期計画の取組は、「健康寿命の延伸」を政策

指標とする「市民の健康づくりと安心確保」の主な

施策として推進していきます。

（4）横浜市の他の計画等との関係
　第３期計画は、ライフステージ別の健康に関わりのある計画（横浜市子ども・子育て支援事業計画、

横浜市教育振興基本計画、横浜市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）・横浜市国

民健康保険特定健康診査等実施計画、横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施

策推進計画等）や、地域、保健、医療、福祉に関する計画（横浜市地域福祉保健計画、よこはま保健医

療プラン、横浜市障害者プラン、横浜市自殺対策計画、横浜市依存症対策地域支援計画等）と調和の

取れたものとします。

　また、これらの計画には位置付けられていないものの、第３期計画と親和性の高い取組を行っている

部署との連携も図りながら取組を進めていきます。

横浜市子ども・子育て支援事業計画

横浜市地域福祉保健計画

横浜市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス
計画）・横浜市国民健康保険特定健康診査等実施計画

横浜市障害者プラン 

横浜市教育振興基本計画

よこはま保健医療プラン 

調和

調和

横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・
認知症施策推進計画

横浜市自殺対策計画 

横浜市依存症対策地域支援計画

ライフステージ別の健康

地域
保健
医療
福祉

第３期健康横浜２１ 
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（5）ＳＤＧｓ実現の視点
　本市は、国から選定を受けた「ＳＤＧｓ未来都市」として、あらゆる施策においてＳＤＧｓを意識して取り

組み、環境・経済・社会的課題の統合的解決を図ることで、新たな価値やにぎわいを創出し続ける持

続可能な都市を目指しています。

　第３期計画の策定・推進に当たり、特に意識するＳＤＧｓの目標は、「３ すべての人に健康と福祉を」

を中心に、「２ 飢餓をゼロに」、「８ 働きがいも経済成長も」、「11 住み続けられるまちづくりを」、「17　

パートナーシップで目標を達成しよう」とします。
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横浜市民の健康を取り巻く現状第２章

第2章横浜市民の健康を取り巻く現状

１	社会背景

（１）人口と世帯

    令和５年（2023年）の横浜市の人口は377万人で、年齢３区分別では０～14歳が42万7千人

（11.6％）、15～64歳が231万7千人（63.1％）、65歳以上が92万7千人（25.3％）となっています。

（表2-1-1）

　平成25年（2013年）と比較して、総人口は369万7千人から2.0％増加していることに対し、高齢者

人口（65歳以上の人口）は、78万7千人から17.8％増加しており、高齢化が急速に進展しています。将

来人口推計では、人口が減少する一方で、65歳以上の人口は増加し続け、令和17年（2035年）には

高齢化率が30.4％まで上昇すると予測されています。（図2-1-1）

表 2-1-1 市の人口（国勢調査からの推計：令和５年（2023年）１月１日時点）

図 2-1-1 人口と高齢化率の推移 

＜人口と世帯＞の要点

・市総人口の４人に１人は65歳以上の高齢者です。高齢化率は今後も上昇すると予測されます。

・市の世帯の約４割は一人暮らしの世帯です。

・市の世帯の約２割は高齢単身又は60歳以上の夫婦のみの世帯です。

国勢調査を基にした推計人口　令和７、12年は将来人口推計
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　世帯について見ると、令和２年（2020年）の一般世帯174万4千世帯のうち、家族類型別では、単独

世帯が最も多い40.1％（69万9千世帯）を占めています。（表2-1-2）

　また、高齢者人口の増加に伴い、「高齢夫婦世帯（夫が65歳以上で妻が60歳以上）」と「高齢単身世

帯」の合計である「高齢世帯」も増加しています。一般世帯に占める高齢世帯は、平成22年（2010年）は

18.0％でしたが、令和２年（2020年）には21.8％となっています。（図2-1-2）

図2-1-2　高齢世帯の推移（国勢調査）

表2-1-2　市の世帯（令和２年（2020年））（国勢調査）
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（２）区別に見る人口構造の特性

ア　人口
　行政区別の人口を見ると、令和５年（2023年）９月30日時点の住民基本台帳では、30万人

以上が港北、青葉の２区、25万人以上が鶴見、戸塚の２区、20万人以上が神奈川、南、港南、

保土ケ谷、旭、都筑の６区、15万人以上が中、磯子、金沢、緑、泉の５区、10万人以上が西、栄、

瀬谷区の３区となっています。（図2-1-3、図2-1-4）

＜区別に見る人口構造の特性＞の要点

・人口は30万人以上の区（港北、青葉区）もあれば、15万人未満の区（西、栄、瀬谷区）もあり、高

齢化率は全国平均28.6％（令和５年（2023年）１月１日時点 住民基本台帳）を超える区（港南、

旭、金沢、栄、泉区）もあれば、超高齢社会と言われる21％に達していない区（西、港北、都筑区）も

あるなど、市内各区の人口構造は様 で々す。

図2-1-3　行政区別の人口

 図2-1-4　地図で見る行政区別の人口

= 10万人以上

= 30万人以上

= 20万人以上
= 25万人以上

= 15万人以上

青葉区

都筑区
港北区

鶴見区緑区

神奈川区
旭区

保土ケ谷区 西区

中区
泉区

戸塚区

港南区

磯子区

金沢区

栄区

瀬
谷
区

南区

29.4

24.4

10.5

15.4
20.0

21.4

20.3

24.3

16.6

19.4

35.5

18.2

30.8

21.5

28.2

12.1

15.1

12.2
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　高齢者人口（65歳以上）は戸塚が最も多く、旭、港北の順に続き、このほかに鶴見、港南、青葉区で

６万人を超えています。高齢化率は金沢が最も高く、栄、旭、港南、泉区の順に続きます。この５区は全国

値28.6％（令和５年（2023年）１月１日時点 住民基本台帳）を超えています。高齢化率が21％を超えると

超高齢社会と言われますが、市内18区では西、港北、都筑区以外の15区が該当しています。（図2-1-

5、図2-1-6）

 図2-1-6　地図で見る行政区別の高齢化率

図2-1-5　行政区別高齢者人口、高齢化率　

= 21.0未満

= 28.6～
= 21.0～

青葉区

都筑区
港北区

鶴見区緑区

神奈川区
旭区

保土ケ谷区 西区

中区
泉区

戸塚区

港南区

磯子区

金沢区

栄区

瀬
谷
区

南区

21.6

21.9

19.5

23.6
26.8

29.0

26.7

29.7

27.9

30.8

20.0

24.5

22.9

18.7

25.9

30.8

29.0

28.1
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イ　世帯
　行政区別の世帯数は、令和２年(2020年)の国勢調査によると、港北が最も多く、鶴見、青

葉、神奈川、戸塚、旭、南区の順で続き、この７区は10万世帯を超えています。（図2-1-7）

　高齢世帯について見ると、旭が最も多く、戸塚、港北区の順で続きます。

　一般世帯に占める高齢世帯の割合は栄が最も高く、旭、金沢、港南、泉区と続きます。市内18

区では西区を除いた17区が全国値15.7％を上回っています。（図2-1-8）

図2-1-7　行政区別の世帯数

図2-1-8　行政区別の高齢世帯数と高齢世帯割合
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図2-1-9　労働力率の推移

出典：横浜市政策局（令和２年国勢調査　就業状態等基本集計結果　横浜市の概要）

（３）労働力率の推移と特性

　労働力率とは、15歳以上人口に占める労働力人口の割合のことをいいます。労働力人口には、就業者

と完全失業者（調査期間中、収入を伴う仕事を少しもしなかった者のうち、仕事に就くことが可能であっ

て、かつ、公共職業安定所に申し込むなどして積極的に仕事を探していた者）が含まれます。

　令和２（2020年）年国勢調査の「就業状態等基本集計結果」の横浜市分によると、労働力人口は

2,074,042人で、前回の平成27年（2015年）調査と比べ74,801人（3.7％）の増加となっています。こ

のうち男性は1,174,977人（構成比56.7％）、女性は899,065人（同43.3％）で、前回と比べ男性は

1,722人（0.1％）減少し、女性は76,523人（9.3％）増加となっています。

　労働力率については、男性は74.0％で前回と比べ0.5ポイント上昇、女性は54.5％で前回と比べ4.1

ポイント上昇となっています。男性は25歳から59歳までの各年齢階級が90％台と高く、それ以外の年齢

階級で低い「台形型」となっていますが、女性は25～29歳の88.3％と45～49歳の77.6％を頂点とし、

35～39歳の73.9％を底とする「Ｍ字カーブ」となっています。男女雇用機会均等法が施行される直前の

昭和60年（1985年）から令和２年（2020年）までの女性の労働力率を比較すると、全ての年齢階級で

令和２年（2020年）の労働力率が最高となっています。女性の25歳から49歳までの各年齢階級間にお

ける差が縮小していて「Ｍ字カーブ」の底が上昇し、台形に近づいています。（図2-1-9）

＜労働力率の推移と特性＞の要点

・男性の労働力率は25歳から59歳までが90％台と高く、それ以外の年齢階級で低い「台形型」と

なっています。

・女性の労働力率は、25～29歳と45～49歳を頂点とし、35～39歳を底とする「Ｍ字カーブ」と

なっています。昭和60年以降の女性の労働力率は、全ての年齢階級において令和２年が最高値

となり、25歳から49歳までの各年齢階級間における差も縮小しています。「Ｍ字カーブ」の底が上

昇し「台形型」に近づいています。
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表2-2-1　平均寿命の推移

2　主要な疾病の状況

（１）平均寿命と健康寿命の推移

＜平均寿命と健康寿命の推移＞の要点

・平均寿命は男女ともに全国値を上回っており、区別に見ると全国の市区町村の上位に入る区も

あります。悪性新生物、心疾患及び脳血管疾患の３死因を除去した場合に、男性6.65年、女性

5.16年延びるものと算出されています。

・健康寿命もこの９年で男女ともに延びていますが、全国の延びを下回り、特に女性の延びが鈍化し

ています。成人期・壮年期への対策として、腰痛症、こころの病気、歯の病気、脂質異常症等の対

策が必要と示唆されています。

ア　平均寿命
　０歳の平均余命である「平均寿命」は、全年齢の死亡状況を集約したものであり、保健医療福

祉水準の総合的指標として広く活用されています。５年ごとに都道府県別生命表及び市区町村

別生命表が作成され、横浜市及び行政区別の平均寿命が公表されています。

　令和２年（2020年）の都道府県別生命表によると、横浜市の男性の平均寿命は82.32年、

女性は88.08年となっており、平成22年（2010年）と比較して男性は2.03年、女性は1.29年

延びています。（表2-2-1）

　令和２年（2020年）の全国値（都道府県別生命表：男性81.49年、女性87.60年）と比較す

ると、男性は0.83年、女性は0.48年、横浜市が上回っています。この10年間の延びにおいても、

男性は0.13年、女性は0.04年、横浜市が上回っています。

　また、令和２年（2020年）の特定の死因を除去した場合の平均寿命の延び（その死因が克服された

と仮定した場合の平均寿命の延び）について、横浜市が全国値よりも大きい値となっているのは、男性

では心疾患、肝疾患、新型コロナウイルス感染症、女性では不慮の事故、自殺、肝疾患、新型コロナウ

イルス感染症となっています。悪性新生物、心疾患及び脳血管疾患の３死因を除去した場合の平均寿

命の延びについては、男性が6.65年、女性が5.16年となっています。（表2-2-2）

H22(2010) H27(2015) R02(2020) R02-H22(延び)

男性 横浜市（都道府県別生命表） 80.29 81.47 82.32 2.03
全国（都道府県別生命表） 79.59 80.77 81.49 1.90

差 0.70 0.70 0.83 0.13
全国（完全生命表） 79.55 80.75 81.56 2.01

女性 横浜市（都道府県別生命表） 86.79 87.28 88.08 1.29
全国（都道府県別生命表） 86.35 87.01 87.60 1.25

差 0.44 0.27 0.48 0.04
全国（完全生命表） 86.30 86.99 87.71 1.41

出典：厚生労働省（令和２年都道府県別生命表、第23回生命表（完全生命表）より）
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悪性
新生物

心疾患
（高血圧
性を除
く）

脳血管
疾患

左記
３死因
（再掲）

交通事故
（再掲） 自殺 腎不全 肝疾患 糖尿病 高血圧性

疾患

新型
コロナ
ウイルス
感染症

男性 横 浜 市 3.48 1.62 0.62 6.65 0.42 0.38 0.07 0.51 0.13 0.31 0.07 0.01 0.08
全 国 3.51 1.43 0.71 6.63 0.50 0.39 0.09 0.57 0.16 0.24 0.11 0.05 0.05
差 ▲ 0.03 0.19 ▲ 0.09 0.02 ▲ 0.08 ▲ 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.06 ▲ 0.03 0.07 ▲ 0.04 ▲ 0.04 0.03

女性 横 浜 市 2.82 1.22 0.56 5.16 0.27 0.27 0.02 0.32 0.11 0.12 0.06 0.03 0.05
全 国 2.84 1.27 0.65 5.44 0.36 0.25 0.03 0.31 0.14 0.11 0.08 0.06 0.03
差 ▲ 0.02 ▲ 0.05 ▲ 0.09 ▲ 0.28 ▲ 0.09 0.02 ▲ 0.01 0.01 ▲ 0.03 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.03 0.02

出典：厚生労働省（令和２年都道府県別生命表） （単位：年）

肺炎 不慮の
事故

表2-2-2　特定の死因を除去した場合の平均寿命の延び

図2-2-1　行政区別の平均寿命（平成22年（2010年）～令和２年（2020年））

　行政区別の平均寿命を見ると、平均寿命の最も高い区と最も低い区との差は、平成22年（2010年）

には、男性5.0年（都筑区と中区）、女性2.4年（青葉区と南区）でしたが、令和２年（2020年）は、男性

4.4年（青葉区と中区）、女性1.5年（青葉区と鶴見区・南区）となり、この10年でその差は縮小しています。

（図2-2-1）

　平成22年（2010年）以降の平均寿命と比較すると、男女ともにこの５年間及びこの10年間でいずれ

の区の平均寿命も延伸していることが分かります。各区の延びを見ると、男性は鶴見、中、南、港北区、女

性は保土ケ谷、中、鶴見、南区などの延びが大きくなっています。

出典：厚生労働省（市区町村別生命表）
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 表2-2-3　市区町村別の平均寿命（上位50市区町村・令和２年（2020年））

　令和２年（2020年）の市区町村別生命表によると、男女ともに全国上位20位以内に入る青葉区と都

筑区は、高い水準にあることがうかがわれます。男性では青葉区（全国第２位）、次いで都筑区（全国第８

位）、金沢、港北、栄、戸塚区が全国上位50市区町村に入っています。女性では青葉、都筑区が全国上

位50市区町村に入っています。（表2-2-3）

　なお、全国下位50市区町村に入っている区はありません。

出典：厚生労働省（令和2年市区町村別生命表）

都 道 府 県 平均寿命 都 道 府 県 平均寿命
 1 神 奈 川 県 川 崎 市 麻 生 区 84.0 神 奈 川 県 川 崎 市 麻 生 区 89.2
 2 神 奈 川 県 横 浜 市 青 葉 区 83.9 熊 本 県 上 益 城 郡 益 城 町 89.0
 3 長 野 県 上 伊 那 郡 宮 田 村 83.4 長 野 県 下 伊 那 郡 高 森 町 89.0
 4 愛 知 県 日 進 市 83.4 滋 賀 県 草 津 市 89.0
 5 京 都 府 木 津 川 市 83.3 兵 庫 県 芦 屋 市 88.9
 6 神 奈 川 県 鎌 倉 市 83.3 東 京 都 世 田 谷 区 88.9
 7 長 野 県 諏 訪 郡 原 村 83.3 東 京 都 小 金 井 市 88.9
 8 神 奈 川 県 横 浜 市 都 筑 区 83.3 山 梨 県 南 都 留 郡

富士河口湖
町 88.8

 9 滋 賀 県 草 津 市 83.3 長 野 県 上 伊 那 郡 箕 輪 町 88.8
 10 長 野 県 下 伊 那 郡 豊 丘 村 83.3 長 野 県 伊 那 市 88.8

 11 大 阪 府 箕 面 市 83.2 岡 山 県 浅 口 郡 里 庄 町 88.8
 12 奈 良 県 生 駒 市 83.2 長 野 県 佐 久 市 88.8
 13 長 野 県 北 安 曇 郡 白 馬 村 83.2 神 奈 川 県 横 浜 市 青 葉 区 88.8
 14 東 京 都 世 田 谷 区 83.2 東 京 都 武 蔵 野 市 88.7
 15 東 京 都 武 蔵 野 市 83.2 沖 縄 県 中 頭 郡 北 中 城 村 88.7
 16 長 野 県 伊 那 市 83.2 神 奈 川 県 横 浜 市 都 筑 区 88.7
 17 宮 城 県 仙 台 市 泉 区 83.2 熊 本 県 宇 土 市 88.7
 18 長 野 県 下 伊 那 郡 松 川 町 83.2 京 都 府 京 都 市 左 京 区 88.7
 19 長 野 県 木 曽 郡 南 木 曽 町 83.2 沖 縄 県 豊 見 城 市 88.7
 20 長 野 県 上 高 井 郡 小 布 施 町 83.1 熊 本 県 熊 本 市 南 区 88.7

 21 長 野 県 長 野 市 83.1 奈 良 県 香 芝 市 88.7
 22 京 都 府 相 楽 郡 精 華 町 83.1 広 島 県 広 島 市 安 芸 区 88.7
 23 長 野 県 飯 田 市 83.1 熊 本 県 合 志 市 88.6
 24 奈 良 県 香 芝 市 83.1 長 野 県 東 筑 摩 郡 朝 日 村 88.6
 25 長 野 県 上 伊 那 郡 中 川 村 83.1 神 奈 川 県 川 崎 市 高 津 区 88.6
 26 熊 本 県 菊 池 郡 菊 陽 町 83.1 長 野 県 大 町 市 88.6
 27 長 野 県 岡 谷 市 83.1 熊 本 県 菊 池 郡 菊 陽 町 88.6
 28 神 奈 川 県 横 浜 市 金 沢 区 83.1 東 京 都 渋 谷 区 88.6
 29 東 京 都 国 分 寺 市 83.1 熊 本 県 下 益 城 郡 美 里 町 88.6
 30 神 奈 川 県 横 浜 市 港 北 区 83.1 長 野 県 上 伊 那 郡 中 川 村 88.6

 31 大 阪 府 吹 田 市 83.1 広 島 県 広 島 市 南 区 88.6
 32 滋 賀 県 大 津 市 83.1 広 島 県 庄 原 市 88.6
 33 奈 良 県 生 駒 郡 斑 鳩 町 83.0 兵 庫 県 神 戸 市 東 灘 区 88.6
 34 長 野 県 上 伊 那 郡 箕 輪 町 83.0 広 島 県 安芸高田市 88.6
 35 兵 庫 県 芦 屋 市 83.0 京 都 府 長 岡 京 市 88.6
 36 東 京 都 稲 城 市 83.0 岡 山 県 小 田 郡 矢 掛 町 88.6
 37 京 都 府 長 岡 京 市 83.0 滋 賀 県 蒲 生 郡 日 野 町 88.6
 38 広 島 県 広 島 市 安 佐 南 区 83.0 石 川 県 白 山 市 88.6
 39 滋 賀 県 蒲 生 郡 日 野 町 83.0 東 京 都 杉 並 区 88.6
 40 神 奈 川 県 逗 子 市 83.0 鳥 取 県 八 頭 郡 智 頭 町 88.6

 41 東 京 都 渋 谷 区 83.0 岡 山 県 岡 山 市 中 区 88.6
 42 神 奈 川 県 横 浜 市 栄 区 83.0 東 京 都 調 布 市 88.6
 43 東 京 都 目 黒 区 83.0 島 根 県 仁 多 郡 奥 出 雲 町 88.6
 44 長 野 県 茅 野 市 83.0 京 都 府 京 都 市 西 京 区 88.6
 45 長 野 県 上 伊 那 郡 南 箕 輪 村 83.0 広 島 県 廿 日 市 市 88.5
 46 京 都 府 京 都 市 左 京 区 83.0 岡 山 県 総 社 市 88.5
 47 神 奈 川 県 藤 沢 市 83.0 長 野 県 北 安 曇 郡 松 川 村 88.5
 48 滋 賀 県 野 洲 市 83.0 京 都 府 京 田 辺 市 88.5
 49 長 野 県 下 伊 那 郡 喬 木 村 83.0 東 京 都 三 鷹 市 88.5
 50 神 奈 川 県 横 浜 市 戸 塚 区 83.0 広 島 県 広 島 市 佐 伯 区 88.5

順位 男 女
市区町村 市区町村
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イ　健康寿命
　平均寿命が「生まれてから亡くなるまでの期間」であるのに対し、健康寿命とは、その内「健康

上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」のことです。日常生活の制限には、日

常生活動作や外出に加え、仕事、家事、学業、運動等も含まれます。

　厚生労働省研究班が公開している「健康寿命算定プログラム」を用いて、横浜市独自に健康

寿命と平均寿命を算出しています。全国の健康寿命は厚生労働省が公表しているものです。

　健康寿命は平成22年（2010年）から令和元年（2019年）の９年間で、男性1.67年、女性

0.87年延びています。（表2-2-4、図2-2-2）

　しかし、健康寿命の延伸とともに平均寿命も着実に延び、健康日本21（第二次）によって定め

られた目標「平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加」については、健康寿命の増加分の

方が男性0.07年、女性0.13年下回り、目標に達するには至りませんでした。

　平成22年（2010年）から令和元年（2019年）の健康寿命の延びは、全国（男性2.26年、女

性1.76年）と比べて、男性0.59年、女性0.89年短く、特に女性の延びが鈍化しています。（図

2-2-3）

表2-2-4　健康寿命と平均寿命の推移

[単位：年]
平成22年
2010年

平成25年
2013年

平成28年
2016年

令和元年
2019年

平成22年
と令和元年
の差

平均寿命の
増加分との
差

健康寿命
男 70.93 71.14 71.52 72.60 +1.67 -0.07
女 74.14 75.30 74.48 75.01 +0.87 -0.13

平均寿命
男 80.29 80.89 81.37 82.03 +1.74 －
女 86.79 86.97 87.04 87.79 +1.00 －

健康寿命
（全国）

男 70.42 71.19 72.14 72.68 +2.26 +0.40
女 73.62 74.21 74.79 75.38 +1.76 +0.61

注）太字は、国が算出した値。その他は、横浜市が厚生労働省研究班「健康寿命算定プログラム」を用い

て算出した値。平均寿命は、厚生労働省が５年に一度発表する「市区町村別の平均寿命」とは算出

方法が異なるため一致しない。なお、厚生労働省研究班でも横浜市を含め大都市の健康寿命を算出

しているが、ここでは使用していない。

【健康寿命の算出方法】

　３年に一度の国民生活基礎調査の大規模調査年に行われる健康票の調査結果と、その年の人

口及び死亡数を基礎情報とします。①国民生活基礎調査から横浜市の性・年齢階級別の日常生活

に制限のない者の割合を得た上で、②生命表（ある期間における死亡状況（年齢別死亡率）が今

後変化しないと仮定したときに、各年齢の者が1年以内に死亡する確率や平均してあと何年生きら

れるかという期待値などを死亡率や平均余命などの指標（生命関数）によって表したもの）を用い

て、横浜市の定常人口と生存数を得ます。③性・年齢階級ごとに、定常人口に日常生活に制限のな

い者の割合を乗じることにより、日常生活に制限のない定常人口を求め、④次に、その年齢階級の

合計を生存数で除すことにより、「日常生活に制限のない期間の平均」を得ます。

【「日常生活に制限がない者」とは】

　国民生活基礎調査（健康票）において、「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何か影響

がありますか」の問に対する回答「ある」、「ない」のうち「ない」を回答した者です。
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図2-2-2　健康寿命の推移

図2-2-3　全国と横浜市の健康寿命の延び
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ウ　健康寿命の延伸に向けた分析
　健康寿命は「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」を示しているた

め、どのような傷病（病気やけが）が日常生活の制限を生じさせているのかを分析し、健康寿命

の延伸に向けた効果的な対策について検討しました（横浜市との包括連携協定及び覚書に基

づく、横浜市立大学大学院データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻による分析。以

下「市立大学による分析」という。）。

　令和元年（2019年）の国民生活基礎調査から20歳以上の市民3,668人のデータを用いて、

日常生活の制限の有無と、病院や診療所等に通っている場合の傷病名の関連を調べました。そ

の傷病を有する人が存在しなくなった場合に、「日常生活の制限あり」の人数が何％減少するの

か（人口寄与割合：ＰＡＦ）を年代別に推定しました。

　対象とした36種類の傷病のうち、統計学的に意味があったのは28種類で、その中でも腰痛

症（40歳以上）、高血圧症（60-74歳）、眼の病気（75歳以上）、うつ病やその他のこころの病気

（20-59歳）に関する対策が、健康寿命の延伸に効果的である可能性が示唆されました（ＰＡ

Ｆ：10％以上）。その他、20～59歳の働き・子育て世代について、生活習慣との関連が大きい傷

病では、歯の病気、脂質異常症、肩こり症への対策も効果的である可能性が示唆されました（Ｐ

ＡＦ：５％以上10％未満）。（図2-2-4）

図2-2-4　傷病の日常生活制限に対する人口寄与割合（令和元年（2019年））

作成：横浜市立大学
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　区ごとの健康寿命の算出は、国民生活基礎調査の調査対象者数が少なく困難です。そのため、健康

寿命の補完的指標とされ、かつ区ごとの算出が可能な「平均自立期間」を横浜市独自に参考値として算

出しています。

　平均自立期間とは「日常生活に介護を要しない期間の平均」を指します。ここでは、介護保険法の要介

護認定における１号被保険者（65歳以上）の「要介護２～要介護５」を、介護を要する状態としました。

　ただし、介護保険制度の変更による影響を受けやすく、実際の健康状態の変動とともに、算出上の誤

差が発生するため、他集団との比較よりも同集団の経年変化に着目し、誤差の影響をならすために３年

間の移動平均値を用いる姿勢が適切とされています。同じ算出プログラムを用いて、市独自に「平均寿

命」も算出できますが、厚労省が５年に一度発表する「市区町村別の平均寿命」とは算出方法が異なり、

一致しないことを理解して利用する必要があります。

　健康寿命が６歳以上の調査対象者の主観としての日常生活上の制限を捉えていることに対し、平均自

立期間は65歳以上の介護保険の要介護認定を利用していることが相違です。

　令和３年（2021年）の横浜市民の平均自立期間は、男性80.25年、女性84.16年です。平成23年

（2011年）から令和３年（2021年）について、３年間の移動平均値で見る延びは、男性1.24年、女性

0.83年となっています。（表2-2-5、図2-2-5）

　令和３年（2021年）の区別の平均自立期間と横浜市の値について、有意差検定（有意とは、偶然では

なく、統計学的に意味があること）を行ったところ、横浜市の値よりも有意に長い区と有意に短い区があ

り、男女でその区の傾向は似ています。平均寿命の長い区は平均自立期間も長い傾向が見受けられま

す。ただし、平均自立期間が最長の区と最短の区の差は縮小傾向にあります。（表2-2-6、図2-2-6、図

2-2-7）

表2-2-5　平均自立期間の推移

（２）区別に見る平均自立期間

＜区別に見る平均自立期間＞の要点

・平均自立期間を区別に見ると、男女ともに市平均よりも有意に長い区（青葉、都筑、戸塚、栄区）と

有意に短い区（鶴見、中、南区）があります。この10年の延びについては、平均自立期間が比較的

短い区で延びが大きくなっており、区間差は縮小傾向にあります。

・横浜市全体の平均自立期間は、この10年間で男女ともに延びていますが、女性については、延び

が減少となっている区もあります。
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図2-2-5　平均自立期間の推移 ※誤差の影響をならすために３年間の移動平均値を用いている

表2-2-6　行政区別の平均自立期間 横浜市との比較 有意差検定
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図2-2-6　令和３年（2021年）の平均自立期間について、横浜市と各区を比較検定した結果を
地図上に示した（「有意」とは、「偶然ではなく、統計学的に意味がある」ということ）

図2-2-7　平均自立期間の行政区間差を、平均自立期間が最長の区と最短の区の差を示した
	 ※誤差の影響をならすために３年間の移動平均値を用いている。
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　平成23年（2011年）から令和３年（2021年）の平均自立期間の延びについて、延びが長い区は、男

性で鶴見、中、磯子、泉、金沢区、女性で戸塚、南、鶴見、瀬谷、旭区の順となっています。一方、女性の磯

子区は延びがマイナス（減少）になっています。介護が必要な人が着実に介護保険制度につながった結

果とも捉えられますが、女性の健康寿命の延びの鈍化と合わせて、今後の動向に留意していく必要があり

ます。（図2-2-8）
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図2-2-8　平成23年から令和３年の平均自立期間の延びについて、延びが長い区の順に示した
	 ※誤差の影響をならすために３年間の移動平均値を用いている。
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図2-2-9　死亡の構成比

図2-2-10　死亡数の推移

（３）死因別死亡数と死亡率の状況

＜死因別死亡数と死亡率の状況＞の要点

・悪性新生物、心疾患、脳血管疾患の３つの疾患で死亡数の半数を占め、悪性新生物と心疾患の

死亡数は増え続けています。ただし、働き世代の生活習慣病による早世は減少しています。

・全国と比較して有意に高い死因は、男性では悪性新生物の結腸、急性心筋梗塞、肝疾患等、女

性では悪性新生物（部位別では乳房）、慢性閉塞性肺疾患、不慮の事故等となっています。

・区別に見ると、男女ともに鶴見、西、中、南区などで有意に高い死因が多くなっています。

ア　主要死因
　令和３年（2021年）は横浜市民35,921人が死亡していました。この死亡総数に占める構成

比を主な死因別に見ると、第１位の「悪性新生物」が全体の27.7％を占め、第２位の「心疾患」

（14.6％）、第３位の「老衰」（13.8％）、第４位の「脳血管疾患」（6.4％）と続き、このうち「老衰」

を除いた３つの疾患による死因で48.7％を占めています。次いで「肺炎」、「誤嚥性肺炎」、「不慮

の事故」、「肝疾患」と続きます。（図2-2-9）

　死亡数の推移を見ると、「悪性新生物」、「心疾患」、「老衰」、「誤嚥性肺炎」は増加傾向、「脳

血管疾患」、「肺炎」はやや減少傾向です。（図2-2-10）

※誤嚥性肺炎について

平成29年（2017年）より死因順位に用い
る分類項目として、「誤嚥性肺炎」が追加
されています。

順位 死因 人 ％
1 悪性新生物＜腫瘍＞　　　　　　 9,950 27.7%
2 心疾患（高血圧性を除く） 5,261 14.6%
3 老衰　　　　　　 4,942 13.8%
4 脳血管疾患　　　　　　 2,285 6.4%
5 肺炎　　　　　　 1,372 3.8%
6 誤嚥性肺炎※ 1,316 3.7%
7 不慮の事故　　　　　　 1,146 3.2%
8 肝疾患　　　　　　 610 1.7%
9 腎不全　　　　　　 590 1.6%
10 自殺　　　　　　 574 1.6%

その他 7,875 21.9%
合計 35,921 100.0%

1+2+4 三疾患合計（再掲） 17,496 48.7%

死亡の構成比：令和３年（2021年）

1 悪性新生物＜腫瘍＞
27.7%

2 心疾患（高血圧性を
除く）
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13.8%

4 脳血管疾患
6.4%

5 肺炎
3.8%6 誤嚥性肺炎※

3.7%

7 不慮の事
故

3.2%

8 肝疾患
1.7%

9 腎不全
1.6%

10 自殺
1.6%

その他21.9%

死亡の構成比：令和３年（2021年）
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イ　働き世代の主要死因（生活習慣病による早世）
　「心血管疾患、がん、糖尿病、慢性の呼吸器系疾患に関する若年（30～69歳）死亡率

を、予防や治療を通じて減少させること」は、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable 

Development Goals）における2030年までの国際的な目標となっています。

　本市においても、このような生活習慣病（ＮＣＤｓ非感染性疾患）による早世を減らすことは重

要と考え、30～69歳の横浜市民の死因について、急性心筋梗塞や脳血管疾患等の循環器系の

疾患、悪性新生物、糖尿病、慢性閉塞性肺疾患等の呼吸器系の疾患の合計について独自算出し

ています。

　粗死亡率（人口10万人当たりの死亡者数）の推移は、男女合計では平成27年（2015年）の

203.7から令和３年（2021年）の175.3へ、男性では260.4から223.0へ、女性では144.6か

ら125.4へとそれぞれ減少しています。

　年齢調整死亡率※の推移を見ても、男女合計では、平成27年（2015年）の238.7から令和３

年（2021年）の207.4へ、男性では313.5から270.4へ、女性では164.4から143.4へとそれ

ぞれ減少しています。死亡数も年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況も改善してきていると考

えられます。令和３年（2021年）時点では、男性は全国より下回っていますが、女性はわずかに

上回っていることに留意が必要です。（図2-2-11）

 （参考）新型コロナウイルス感染症による死亡数（令和５年（2023年）10月末時点）

　 厚生労働省が公表した人口動態統計によると、令和３年（2021年）は、本市で550人となって

おり、腎不全（590人）、自殺（574人）に迫る死亡数となっています。全国の令和４年（2022年）の

死亡数は47,638人であり、令和３年（2021年）の約2.8倍に増加しています。

図2-2-11　生活習慣病による早世（30～69歳年齢調整死亡率）
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ウ　区別に見る主要死因の標準化死亡比
　平成28年（2016年）から令和２年（2020年）までの期間の全国の年齢調整死亡率を１とし

た時の、横浜市全体及び各区の死亡の状況を比較しました（横浜市衛生研究所による独自算

出）（標準化死亡比※：ＳＭＲ）。（表2-2-7）

　男性では、悪性新生物の結腸、急性心筋梗塞、肝疾患（ウイルス性肝炎は含まず）、老衰、不

慮の事故の死亡率が全国と比較して有意（偶然ではなく、統計学的に意味がある。）に高い状

況となっています。区別に見ると、鶴見、西、中、南区で有意に高い死因が多くなっています。中と

南区の男性の肝疾患だけが、2.0を超えています。令和３年（2021年）の肝疾患による横浜市男

性の死亡は444人、このうち中区が46人、南区が44人で、この２区で20.3％を占めています。一

方、金沢、港北、緑、青葉、都筑、戸塚、栄、泉区は老衰のみが有意に高いか、有意に高いものが

なく、全死因は有意に低くなっています。

　女性では、悪性新生物（部位別では乳房）、慢性閉塞性肺疾患、老衰、不慮の事故の死亡率

が全国と比較して有意に高い状況となっています。特に、悪性新生物の乳房については、区別に

見ても有意に高い区が12区あり、有意に低い区はない状況です。

　女性の不慮の事故については、有意に高い区が13区あり、有意に低い区はない状況です。令

和３年（2021年）の不慮の事故による横浜市女性の死亡は492人で、このうち不慮の溺死及

び溺水が209人おり、その94.7％を65歳以上が占めています。冬場の発生が多いことも特徴で

す。男性も含めた不慮の溺死及び溺水を見てみると、同様の傾向であり、全体の93.1％が65歳

以上で、冬場を中心とする11月～３月の５か月間の発生が65.3％を占めています。（図2-2-12）

　女性を区別に見ると男性と同様に、鶴見、西、中、南区などで有意に高い死因が多くなっていま

す。また、旭、青葉、栄区のように全死因は有意に低くても、悪性新生物の乳房は有意に高い状況

の区があります。都筑区は有意に高いものがなく、泉区は老衰のみが有意に高くなっています。

 ※年齢調整死亡率とは

　悪性新生物や心疾患、脳血管疾患等は、高齢になればなるほど罹患する確率が高くなるため、

高齢化が進むと死亡率は増える傾向にあります。そのため、人口構成が異なる地域間での比較や、

同じ地域でも人口構成が異なる年での比較は単純には行えません。そこで、高齢化等の年齢構成

の影響を取り除いて、それぞれの疾患の死亡率を比較するために使用されるのが、年齢調整死亡

率で、基準人口の年齢構成と同様としたときの死亡率を算出したものです。基準人口には、平成27

年（2015年）（かつては昭和60年（1985年）（を使用）の全国人口の年齢構成に基づくモデル人

口を使用します。単位は人口10万人当たりの死亡数です。横浜市健康福祉局健康推進課による独

自算出では、全国及び横浜市の人口には、全国の年齢調整死亡率の算出が同時点で可能となるこ

とや、年齢不詳の人数が少なく年代別の分析に誤差が生じにくいといった点を考慮して、総務省が

公表する当年１月１日現在の全国及び横浜市の住民基本台帳人口を用いました。

　また、悪性新生物については特に、壮年期死亡を高い精度で評価するために「75歳未満年齢

調整死亡率」が一般的に用いられることを受けて、他の疾患でもそれを中心に分析しています。
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表2-2-7　行政区別に見る主要死因の標準化死亡比（平成28年（2016年）から令和２年
（2020年））
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 ※標準化死亡比（ＳＭＲ：Standardized Mortality Ratio）とは

　死亡率は通常、年齢によって大きな違いがあることから、異なった年齢構成をもつ地域の死亡率

同士をそのまま比較することはできません。比較を可能にするためには 標準的な年齢構成に合わ

せて、地域別の年齢階級別の死亡率を算出して比較する必要があります。

　標準化死亡比は、全国の死亡率（人口10万対の死亡数）を対象地域に当てはめて計算した死

亡数と、実際に観察された死亡数とを比較するものです。標準化死亡比が１より大きい場合は全国

平均より死亡率が高いと判断され、１より小さい場合は死亡率が低いと判断されます。それが有意

（偶然ではなく、統計学的に意味があるということ）に高いか低いかを判定することも可能です。

図2-2-12　不慮の溺死及び溺水の死亡数・年代別・月別（令和３年（2021年））
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図2-2-13　悪性新生物の75歳未満年齢調整死亡率の推移

（４）主要死因の推移と状況
　横浜市民の主要死因である「悪性新生物」、「心疾患」、「脳血管疾患」のほか、主要原因は長期の

喫煙習慣である「慢性閉塞性肺疾患（CＯＰＤ）」、様 な々取組との連携が必要となる「自殺」について、

死因の推移と状況をみていきます。

＜主要死因の推移と状況＞の要点

・悪性新生物の部位別死亡数は多い順に、男性では肺、大腸、胃、女性では大腸、肺、乳房となって

います。ただし、75歳未満年齢調整死亡率で見ると、女性の乳房と子宮の順位が上がり、他の部

位に比べて早世していることが分かります。

・75歳未満又は全年代の年齢調整死亡率について、全国値より上回って推移していたり、今後の

増加傾向の可能性に留意が必要となるのは、男女の虚血性心疾患、慢性閉塞性肺疾患（CＯＰ

Ｄ）、女性の肺がん、乳がん、子宮がん及び自殺と考えられます。

ア　悪性新生物
　悪性新生物は死因の第１位であり、令和３年（2021年）の死亡数は9,950人（男性5,787

人、女性4,163人）、死因順位は昭和55年（1980年）以降、第１位となっています。

　75歳未満年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）の推移は、男性では平成

27年（2015年）の180.7から令和３年（2021年）の152.5へ、女性では104.5から93.5へと

それぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えられ

ます。令和３年（2021年）時点では、男性は全国より下回っていますが、女性はわずかに上回っ

ていることに留意が必要です。（図2-2-13）

　部位別悪性新生物の死亡数は、多い順に、男性では①肺、②大腸、③胃、④膵、⑤肝となっており、

女性では①大腸、②肺、③乳房、④膵、⑤胃となっています。（表2-2-8）

　一方、75歳未満年齢調整死亡率で見ると、高い順に、男性が①肺、②大腸、③膵、④胃、⑤肝となっ

ており、死亡数との大幅な順位の入れ替えはありません。女性については①乳、②大腸、③肺、④膵、

⑤子宮となっており、乳がんや子宮がんは75歳未満で亡くなる方の多いことが反映されてきます。（表

2-2-9）
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表2-2-8　部位別悪性新生物死亡数（令和３年（2021年））

表2-2-9　部位別悪性新生物75歳未満年齢調整死亡率（令和３年（2021年））

（ア）胃の悪性新生物

　令和３年（2021年）の死亡数は1,029人（男性685人、女性344人）でした。75歳未満年齢

調整死亡率の推移は、男性では平成27年（2015年）の22.8から令和３年（2021年）の16.1

へ、女性では8.6から5.0へとそれぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況

は改善してきていると考えられます。令和３年（2021年）時点では男女ともに全国よりも下回って

います。（図2-2-14）

（イ）肺（気管、気管支を含む。）の悪性新生物

　令和３年（2021年）の死亡数は1,903人（男性1,298人、女性605人）でした。75歳未満

年齢調整死亡率の推移は、男性では平成27年（2015年）の42.3から令和３年（2021年）の

33.8へ、女性では12.6から10.8へとそれぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死

亡の状況は改善してきていると考えられます。令和３年（2021年）時点では男女ともに全国より

も下回っていますが、女性については、それ以前は全国よりも上回っている年が多く留意が必要

です。（図2-2-15）

（ウ）大腸の悪性新生物

　令和３年（2021年）の大腸がん（結腸がんと直腸がんの合計）の死亡数は1,405人（男性

741人、女性664人）でした。75歳未満年齢調整死亡率の推移は、男性では平成27年（2015

年）の25.3から令和３年（2021年）の19.9へ、女性では15.4から13.5へとそれぞれ減少し

ており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えられます。令和３年

（2021年）時点では、男性は全国より下回っていますが、女性はわずかに上回っていることに留

意が必要です。（図2-2-16）

男性 女性 合計
1位 肺 1,298 大腸 664 肺 1,903
2位 大腸 741 肺 605 大腸 1,405
3位 胃 685 乳房 494 胃 1,029
4位 膵 518 膵 488 膵 1,006
5位 肝 393 胃 344 肝 570
6位 前立腺 367 胆のう 202 乳房 500
7位 悪性リンパ腫 244 肝 177 胆のう 442
8位 胆のう 240 子宮 175 悪性リンパ腫 395
9位 膀胱 147 悪性リンパ腫 151 前立腺 367

10位 白血病 135 卵巣 129 白血病 221

男性 女性
1位 肺 33.8 乳房 17.3
2位 大腸 19.9 大腸 13.5
3位 膵 17.3 肺 10.8
4位 胃 16.1 膵 9.7
5位 肝 11.7 子宮 6.7
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図2-2-14　胃の悪性新生物の75歳未満年齢調整死亡率の推移

図2-2-15　肺の悪性新生物の75歳未満年齢調整死亡率の推移

図2-2-16　大腸の悪性新生物の75歳未満年齢調整死亡率の推移
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図2-2-17　乳房と子宮の悪性新生物の75歳未満年齢調整死亡率の推移（女性）

（エ）乳房の悪性新生物

　令和３年（2021年）の死亡数は500人（男性６人、女性494人）でした。75歳未満年齢調整

死亡率の推移は、女性では平成27年（2015年）の18.4から令和３年（2021年）の17.3へと

減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えられますが、

全国よりも上回っている状態で推移していることに留意が必要です。（図2-2-17）

（オ）子宮の悪性新生物

　令和３年（2021年）の死亡数は175人でした。75歳未満年齢調整死亡率の推移は、平成27

年（2015年）の7.8から令和３年（2021年）の6.7へと減少しており、年齢構成の影響を取り除

いた死亡の状況は改善してきていると考えられます。ただし、平成28年（2016年）の5.4と比較

すると増加傾向にあり留意が必要です。令和３年（2021年）時点では全国よりも下回っています。　　

（図2-2-17）

イ　心疾患
　心疾患（高血圧性を除く。）は死因の第２位であり、令和３年（2021年）の死亡数は5,261

人（男性2,856人、女性2,405人）、死因順位は平成12年（2000年）以降、第２位となってい

ます。75歳未満年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）は、男性では平成27年

（2015年）の61.7から令和３年（2021年）の68.5へと増加、女性でも17.5から19.8へと増

加し、男女ともに全国より上回って推移しています。

　さらに、心疾患のうち、突然死のリスクがある急性心筋梗塞を含む虚血性心疾患のみを見て

みると、男性では平成27年（2015年）の26.4から令和３年（2021年）の29.8へ、女性では

4.5から6.3へとそれぞれ増加しています。特に、令和に入るあたりから増加傾向にあり、心疾患

全体の状況も踏まえると、今後の状況に留意していく必要があります。男女ともに全国よりは下

回って推移しています。（図2-2-18）
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図2-2-18　虚血性心疾患の75歳未満年齢調整死亡率の推移

図2-2-19　脳血管疾患の75歳未満年齢調整死亡率の推移

ウ　脳血管疾患
　脳血管疾患は死因の第４位であり、令和３年（2021年）の死亡数は2,285人（男性1,188

人、女性1,097人）、死因順位は平成12年（2000年）に心疾患に抜かれて第３位となって以

降、第４位の肺炎とほぼ同数の死亡者数のまま、共にゆるやかな減少傾向で推移し、平成28年

（2016年）に老衰に抜かれて第４位となっています。

　75歳未満年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）の推移は、男性では平成

27年（2015年）の31.9から令和３年（2021年）の24.8へ、女性では11.7から10.5へとそれ

ぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えられま

す。令和３年（2021年）時点では男女ともに全国よりも下回っています。（図2-2-19）

エ　慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）
　慢性閉塞性肺疾患の令和３年（2021年）の死亡数は384人（男性311人、女性73人）でし

た。全年代の年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）の推移は、男性では平成

27年（2015年）の26.2から令和３年（2021年）の22.1へ、女性では4.8から3.4へとそれぞれ

減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えられます。男

性は全国よりも下回って推移していますが、令和３年は増加に転じています。女性については、全

国よりも上回って推移していることに留意が必要です。（図2-2-20）
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図2-2-20　慢性閉塞性肺疾患の全年代の年齢調整死亡率の推移

図2-2-21　自殺の全年代の年齢調整死亡率の推移

オ　自殺
　自殺は死因の第10位であり、令和３年（2021年）の死亡数は574人（男性373人、女性201

人）でした。

　全年代の年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）の推移は、男性では平成27

年（2015年）の20.5から令和３年（2021年）の20.1へ、女性では10.6のままと、大きな変化

は見られない状態です。ただし、減少傾向にあったものが令和に入り増加に転じる変化があり、

女性の令和２年(2020年)及び令和３年（2021年）は、平成23年（2011年）の259人以来の

200人超えとなっており、その動向には特に留意が必要と考えられます。令和３年（2021年）時

点では男性は全国よりも下回り、女性は上回っています。（図2-2-21）
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 図2-2-23　要介護４、５　介護となった主な原因

　令和４年度（2022年度）の市高齢者実態調査によると、要介護と認定された人のうち、介護が必要

となった主な原因は、脳血管疾患（脳出血、脳梗塞など）が16.6％と最も多く、認知症15.0％、骨折・転

倒13.4％、高齢による衰弱8.0％と続いています。がん（悪性新生物）は2.9％、呼吸器疾患（肺気腫、肺

炎等）は1.6％、糖尿病は1.9％となっています。（図2-2-22）

　さらに、要介護４、５の要介護度が高い人に限った場合も、脳血管疾患の割合がそれぞれ24.5％、

24.0％と最も高くなっています。（図2-2-23） 

　要支援となった原因を見ると、骨折・転倒が19.7％と最も多く、関節疾患（膝・股関節など）14.1％、

高齢による衰弱9.9%、脳血管疾患8.0％と続いています。（図2-2-22）

（５）介護が必要となった原因疾患

＜介護が必要となった原因疾患＞の要点

・要介護となった主な原因としては、脳血管疾患の割合が最も多く、次いで、認知症、骨折・転倒の

順となっています。

・要支援となった原因を見ると、骨折・転倒の割合が最も多く、次いで、関節疾患（膝・股関節など）、

高齢による衰弱、脳血管疾患と続いています。

図2-2-22　要介護や要支援となった主な原因
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　心疾患や脳血管疾患のように、死因や介護の要因とはなりにくいものの、これらの疾患に至る背景

に、高血圧症、脂質異常症、糖尿病等の生活習慣病が大きく影響することは知られています。

　特定健診は、40～74歳を対象として、内臓脂肪の蓄積に起因する高血圧症、脂質異常症、糖尿病

等の生活習慣病のリスクを見つけ、生活習慣の改善、病気の予防を目的に実施されているものです。

ＮDＢオープンデータ※の令和２年度（2020年度）の特定健診結果から、これらの疾患の状況を見てい

きます。

　その他、歯周病も生活習慣が密接に関係しています。糖尿病が歯周病を悪化させることや、歯周病

の予防や治療が生活習慣病の改善につながることが明らかになっています。

（６）その他の主要疾患の状況

＜その他の主要疾患（高血圧症、脂質異常症、糖尿病、歯周病）の状況＞の要点

・特定健診の検査結果については、全国値と比較すると比較的良好なデータが多くなっています。

・脂質異常症については、薬を服用している人は全国値よりも少ない傾向ですが、ＬＤＬコレステ

ロールの値は男女ともに高い（悪い）状態となっています。

  ※ＮＤＢオープンデータとは

　厚生労働省が公開しているもので、特定健診の令和２年度(2020年度)分は、様々な保険者

の下で特定健診を受診した横浜市民約82万人（男性約47万人、女性約35万人）、全国で約

2,900万人の特定健診のデータが集計された画期的なものとなっていますが、全国、都道府県別、

二次医療圏別（横浜市全域が一つの二次医療圏）に、健診受診者の居住地の郵便番号を下に集

計されたデータのみで、区別の分析は行えません。

ア　高血圧症
　特定健診の質問項目で「血圧を下げる薬を服用していますか」に「はい」と回答した横浜市民

は男性20.8％、女性12.4％となっています。（図2-2-24）

　また、特定健診における収縮期血圧（mmHg）の平均値は、横浜市民の男性125.55、女性

118.79となっています。（図2-2-25）

　いずれの値も、全国値及び最上位県の値より良好となっています。

図2-2-24　特定健診質問項目「血圧を下げる薬を服用していますか」
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図2-2-26　特定健診質問項目「コレステロールや中性脂肪を下げる薬を服用していますか」

イ　脂質異常症
　特定健診の質問項目で「コレステロールや中性脂肪を下げる薬を服用していますか」に「はい」

と回答した横浜市民は男性13.4％、女性12.0％となっています。（図2-2-26）

　また、特定健診におけるＬＤＬコレステロール（いわゆる悪玉コレステロール：mg/dl）の平均

値は、横浜市民の男性127.55、女性126.50となっています。（図2-2-27）

　男女ともに、薬の服用割合は全国値と比較して下回っていますが、検査平均値は不良で上

回っており、男性については最下位県の値をも上回っています。

　検査平均値を年代別に見ると、全年代で全国値より不良で上回る傾向にあります。50代後半

以降は特に、全国値との差が大きくなっています。（図2-2-28）

　なお、中性脂肪（mg/dl）とＨＤＬコレステロール（mg/dl）は、男女ともに全国値と比較して良

好な状態で、女性は最上位県の値より良好となっています。（図2-2-29、図2-2-30）

 図2-2-25　特定健診検査結果・収縮期血圧・平均値＜受診勧奨値：140以上＞

 ※グラフ中の「最上位県」、「最下位県」

　横浜市の値がどの程度の位置にあるのかをわかりやすく示すために、全国平均との比較に加

え、都道府県別の平均値のうち、最も良いものを「最上位県」、最も悪いものを「最下位県」として示

しています。
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図2-2-27　特定健診検査結果・ＬＤＬコレステロール・平均値＜受診勧奨値：140以上＞

図2-2-28　特定健診検査結果・ＬＤＬコレステロール・年齢別平均値

図2-2-29　特定健診検査結果・中性脂肪・平均値＜受診勧奨値：140以上＞
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図2-2-31　特定健診質問項目「血糖を下げる薬（又はインスリン注射）を服用していますか」

ウ　糖尿病
　健康日本21（第二次）において、糖尿病の合併症の減少について「糖尿病性腎症による年

間新規透析導入患者数」を評価指標にしてきました。全国値で16,247人（平成22年（2010

年））、16,103人（平成28年（2016年））、16,019人（令和元年(2019年)）と減少しています

が、目標値15,000人には届いていない状況です。健康日本21（第三次）では、更に目標値を高

め、12,000人を目指しています。

　特定健診の質問項目で「血糖を下げる薬（又はインスリン注射）を服用していますか」に「はい」

と回答した横浜市民は男性6.2％、女性2.3％となっています。（図2-2-31）

　また、特定健診におけるHbA1c（ヘモグロビンエーワンシー：過去約120日間の平均的な血糖

の状態：％）の平均値は、横浜市民の男性5.63、女性5.50となっています。（図2-2-32）

　いずれの値も、全国値及び最上位県の値より良好となっています。

図2-2-30　特定健診検査結果・ＨＤＬコレステロール・平均値＜受診勧奨値：34以下＞
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エ　歯周病
　横浜市民の40歳代における進行した歯周炎を有する人の割合は、令和２年度（2020年度）

の調査結果は54.1％です。平成28年度（2016年度）と比較し、わずかに減少しているものの、

明らかな変化はありませんでした。（図2-2-33）

　令和３年度（2021年度）に横浜市歯周病検診を受診した人のうち、要精密検査※と判定され

た人は73.5％でした。横浜市で要精密検査と判定された人の割合は、40歳、50歳、60歳、70

歳の各年齢において、全国値を上回っています。（図2-2-34）

図2-2-32　特定健診検査結果・HbA1c＜受診勧奨値：6.5以上＞

図2-2-33　40歳代における進行した歯周炎を有する者の割合

図2-2-34　歯周疾患検診（歯周病検診）受診者のうち要精密検査と判定された者の割合

 ※要精密検査　歯周病やう蝕、その他の所見等があるため、詳しい検査や治療を要する



第
２
章

46 第2章 横浜市民の健康を取り巻く現状

３　健康状態、健康に関する意識と生活習慣

（１）健康状態

＜健康状態＞の要点

・病気やけがで自覚症状のある者の割合は、全国とほぼ同様の状況です。通院している者の割合は

全国と比較して低い状況です。

・現在の健康状態について、１割以上の市民が不健康な状態と回答し、健康上の問題で日常生活

に影響があると感じています。

・特定健診の検査結果については、全国値と比較すると比較的良好なデータが多い中で、男性の肥

満（ＢＭＩ、腹囲、体重増加）については、全国平均並みとなっています。

ア　有訴者率
　令和元年（2019年）の国民生活基礎調査における有訴者率（人口千人当たりの病気やけが

で自覚症状のある者の割合）は、横浜市303.4（男性268.9、女性335.8）、全国302.5（男性

270.8、女性332.1）であり、全国とほぼ同様の状況です。（図2-3-1）

イ　通院者率
　令和元年（2019年）の国民生活基礎調査における通院者率（人口千人当たりの傷病（病

気やけが）で病院や診療所等に通っている者の割合）は横浜市が388.8（男性380.2、女性

397.0）に対し、全国は404（男性388.1、女性418.8）であり、全国と比較して低い状況です。

（図2-3-1）

ウ　肥満・やせの状況　
　40～74歳を対象とした特定健診では、体重及び身長によるＢＭＩ算出（体格指数：肥満かや

せすぎていないかの指標。体重kg÷身長ｍ÷身長ｍ）、腹囲測定を行うとともに、20歳の時の体

重から10kg以上増加しているかを問診で質問しています。

　ＮＤＢオープンデータの令和２年度（2020年度）の特定健診結果を見ていきます。

　ＢＭＩ（kg/m２）の平均値は、横浜市民の男性24.28、女性22.16となっており、女性は全国

値と比較して下回って「やせ」の傾向ですが、男性は全国値とほぼ同じです。（図2-3-2）

　カテゴリー別割合でも、女性は「やせ」が多く、肥満が少ない傾向です。（図2-3-3）

図2-3-1　有訴者率と通院者率
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図2-3-2　特定健診検査結果・ＢＭＩ・平均値＜保健指導判定値：25以上＞

図2-3-3　特定健診検査結果・ＢＭＩカテゴリー別割合＜保健指導判定値：25以上＞

図2-3-4　特定健診検査結果・腹囲・平均値＜保健指導判定値：男性85以上、女性90以上＞

　腹囲（cm）の平均値は、横浜市民の男性85.99、女性79.28となっており、女性は全国値と比較し

て下回っていますが、男性は全国値とほぼ同じです。（図2-3-4）

 　特定健診の質問項目で「20歳の時の体重から10kg以上増加していますか」に「はい」と回答した

横浜市民は男性49.4％、女性28.1％となっています。男性は全国値と比較して上回り、女性は下回って

います。（図2-3-5）
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エ　歯・口腔の状況　

(ア) 乳幼児期、学齢期のむし歯の状況

　令和３年度（2021年度）の乳幼児健診における歯科健診の結果を見ると、１歳６か月児で

0.68％のむし歯罹患率が３歳児では7.0％に増加しています。

　令和３年度（2021年度）の横浜市学校保健統計調査によると、12歳児（市立中学一年生）

の一人平均むし歯数は、0.48歯となっています。

(イ) 咀嚼機能の状況

　令和２年度（2020年度）の県民歯科保健実態調査によると、60歳代における咀嚼機能良好

者（なんでも噛んで食べることができる人の割合）は72.8％でした。

　また、ＮＤＢオープンデータの令和２年度（2020年度）の特定健診結果では、特定健診の質

問項目「食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか」で「何でもかんで食べることが

できる」と回答した横浜市民は男性83.6％、女性85.9％となっており、いずれも全国値と比較し

て上回っています。（図2-3-6）

図2-3-5　特定健診質問項目「20歳の時の体重から10kg以上増加していますか」

図2-3-6　特定健診質問項目「食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか」
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(ウ) 歯の保有状況

　平成29年（2017年）から令和元年（2019年）までの国民（県民）健康・栄養調査によると、

80歳で20歯以上自分の歯を有する者の割合は64.9％となっています。

オ　現在の健康状態・悩みやストレス
　令和４年（2022年）の国民生活基礎調査において、現在の健康状態と健康上の問題で日常

生活に影響があるかどうか、日常生活で悩みやストレスがあるかについて確認しました。

　「現在の健康状態」について、「よい」と答えた人が21.4％、「まあよい」が20.6％、「ふつう」が

43.4％となっています。不健康な状態に当たる、「あまりよくない」は11.5％、「よくない」は1.7％と

なっています。

　「健康上の問題で日常生活に影響があるか」について、「ある」と答えた人は12.2％となってお

り、約１割強が健康上の問題で日常生活に影響があると答えています。

　「日常生活で悩みやストレスがあるか」について、「ある」と答えた人は47.0％となっています。

「ある」と答えた人の6.1％が「相談したいが誰にも相談できないでいる」と答えています。

　「何でもかんで食べることができる」と回答した人をさらに年代別に見ていくと、60歳代の横浜市民

は男性78.8％（全国75.4％）、女性82.6％（全国80.7％）、男女合計では80.5％（全国77.9％）となっ

ています。ほぼ全ての年代において全国値を上回っており、60歳代は他の年代よりもその差が開いて

いる状況です。（図2-3-7）

図2-3-7　特定健診質問項目「食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか」年代別
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図2-3-8　生活習慣の改善が必要かについての認識

（２）健康に関する意識と生活習慣

＜健康に関する意識と生活習慣＞の要点

・市民の３分の１は、生活習慣改善の必要性を感じていても行動するつもりはない、又は、関心がな

いと回答しており、健康への関心が薄い層への効果的なアプローチを進める必要があります。

・運動習慣がない人や喫煙習慣がある人では、他の好ましくない生活習慣を併せ持つ傾向があり

ます。

・健康寿命に影響する日常生活の制限には、腰痛症（特に男性）、成人期・壮年期のメンタルヘルス

（特に子育て中の女性の悩みやストレス）、成人期男性の睡眠不足、高齢期の健診・検診が関連

していることが分かっています。また、就業状況の違いにより日常生活の制限がある人の割合が異

なるため、職場を介した取組も効果的であると考えられます。

ア　生活習慣の改善が必要かについての認識
　令和３年(2021年)１月に実施した「令和２年度 健康に関する市民意識調査（横浜市健康福

祉局）」において、生活習慣の改善について、最も多くの31.9%が「改善が必要だと思い、すでに

取り組んでいる」と回答しており、行動につながっていました。また、20.9％が「改善が必要だと思

い、１か月以内に取り組みたいと思う」と回答しており、行動への準備が整っていました。

　その一方で、「改善は必要だが、今すぐ変えるつもりはない」が28.1％であり、約３割は、必要

性は感じていても行動へはつながりにくい状況が見られました。また、最も少数であるものの「関

心がない」は5.2％おり、健康への関心が薄い層への効果的なアプローチを進める必要がありま

す。（図2-3-8）

　男女ともに年代が下がるほど、「改善が必要だと思わない」や「関心がない」と回答する人の割

合が多く、逆に年代が上がるにつれ「改善が必要だと思い、すでに取り組んでいる」と回答した人

の割合が増加していました。（図2-3-9）
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イ　健康への関心の有無と生活習慣の関連
　アと同調査において、生活習慣の改善について「改善は必要だが、今すぐ変えるつもりはな

い」又は「関心がない」と回答した、健康への関心が薄い層は、どのような生活習慣を持つのか

について分析しました（市立大学による分析）。

　運動習慣がない人や喫煙習慣がある人では、他の好ましくない生活習慣を併せ持つ傾向が

ありました。また、好ましくない生活習慣の数が多い集団ほど、その中に占める健康への関心が薄

い人の割合が高くなる傾向がありました。（図2-3-10）

図2-3-9　男女別・年代別に見る生活習慣の改善が必要かについての認識
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ウ　他の政令市との比較による生活習慣の特徴
　令和元年（2019年）の国民生活基礎調査を用いて厚生労働省の研究班が算出した政令市

の健康寿命の上位は、男性１位仙台市、２位さいたま市、３位広島市（本市は８位）、女性１位浜

松市、２位千葉市、３位仙台市（本市は７位）となっています。これら上位３位までの政令市と本市

のデータを比較することにより、本市の特徴を分析しました（市立大学による分析）。

　上位３位の政令市と比較して、睡眠不足の成人期男性、健診・検診を受けていない高齢期、

育児や子どもの教育で悩む成人期女性が多くなっており、これらのことへの対策が本市の健康

寿命の延伸につながる可能性が示唆されました。

エ　就労先の規模と生活習慣との関連
　令和元年（2019年）の国民生活基礎調査（横浜市分）を用いて、就労先の規模と生活習慣と

の関連を分析しました（市立大学による分析）。

　小規模事業者(従業員29人以下)や中規模事業者（同30～299人）に就労している人は、日

常生活に制限がある人や飲酒や喫煙をする人の割合が高く、健診・検診の受診割合が低い傾

向が見られました（図2-3-11）。一方、大規模事業者（同300人以上）に就労している女性は、

悩みがある割合が高く、こころの健康に課題がある割合が高い傾向が見られ、就業状況を踏ま

えた取組の必要性が示唆されました。

図2-3-10　健康への関心と生活習慣

図2-3-11　就労先の規模別に見る健診等・がん検診の受診割合

作成：横浜市立大学

作成：横浜市立大学
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表2-4-1　分野別・ライフステージ別に見る行動目標の数値変化のまとめ

４　第２期健康横浜２１の振り返り

（１）分野別・ライフステージ別に見る行動目標の評価
　第２期計画で掲げた19項目の市民の行動目標のうち、約５割の９項目において、「目標に近づいた

（Ａ）」又は「目標値に達した（Ｓ）」となり、取組の効果が一定程度見られました。一方で、働き・子育て

世代及び稔
みの

りの世代における食生活の「バランスよく食べる」と、育ち・学びの世代における休養・ここ

ろの「早寝・早起き」は「目標から離れた（Ｃ）」となっています。（表2-4-1）

（２）横浜市女性の健康寿命の延びの鈍化
　全国と比較可能なデータ等を踏まえて、横浜市の女性の健康課題を捉えるとともに、女性の就労人

口の増加を受けて、特に働き子育て世代の女性の健康づくりやヘルスリテラシーの向上につながる支

援の取組を検討することが必要です。

（３）健康に望ましい行動を取りやすくする環境づくりの必要性
　いわゆる健康無関心層の具体像を捉え、どのようなアプローチが効果的であるのかを探る必要があ

ります。市民がその興味関心や嗜好にかかわらず、また社会的・経済的な状況に左右されることなく、自

然と健康に望ましい行動を選択するためには、行動科学の視点からどのような仕掛けが必要なのか、

健康増進以外の部門や関係機関・団体、民間企業、大学等と連携し、市としてできる環境づくりの取組

を検討していきます。
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（４）健康格差縮小の視点の必要性

ア　区の健康課題への取組
　区の取組推進に向けて、必要性と実行可能性が高い取組の見極めにつながるデータ活用

や、ＰＤＣＡサイクルによる各種事業の推進を総評するために、データに基づく課題解決のため

のフレームワーク（ＰＰＤＡＣサイクル）の要素も取り入れたマネジメントが行えるよう、区を支援し

ていきます。

イ　様々な状況にある市民への支援
　健康寿命の延伸ばかりが強調されることにより、病気になった後でも暮らしやすいまちづくりの

視点が欠けることがないよう、ＳＤＧｓ目標３の「全ての人に健康と福祉を」も踏まえ、各分野の取

組において、病気・障害などによる様 な々健康状態の市民が健康づくり活動に取り組めるよう支

援する視点も必要となります。

（５）ライフコースアプローチの視点の必要性
　ライフステージ別の取組は当該世代の健康課題に対応するだけでなく、次の世代に進んだ際に予

測される生活習慣病等の健康課題を未然に防ぐことができる効果的な取組も期待されています。健康

づくりの連続性や継続性を意識した目標設定や取組を検討します。

　また、健康に望ましい行動を取りやすくする環境づくりなど、健康格差の縮小の視点を取り入れた市

域全体における具体的な取組を検討していきます。

＜出典＞総務省統計局
https://www.stat.go.jp/dstart/point/seminar1/01.html

（令和５年12 月8日確認）
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５　横浜市民の主要な健康課題の選定

　横浜市民の健康を取り巻く現状分析の中から、その重要性や予防効果の表れやすさ、改善の余地、

健康寿命の延伸への寄与といった（１）～（３）の視点により、第３期計画で取り組む必要性の高い、横

浜市民の主要な健康課題を選定して、（４）にまとめています。

（１）悪性新生物、心疾患、脳血管疾患等の予防の重要性
　悪性新生物、心疾患、脳血管疾患の３つの疾患で市民の死亡原因の半数を占めています。また、こ

れらの疾患を含む若年（30～69歳）死亡率の減少は、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の国際的な目標

でもあり、予防に向けた取組を継続していく必要があります。これらの疾患を引き起こす要因にもなる喫

煙・受動喫煙、糖尿病の重症化等への対応も重要と考えられます。

（２）全国データとの比較により改善の余地がある課題への取組強化
　健康に関するデータの全国値との比較により、乳がんの早期発見（女性）、冬場の入浴時の不慮の

事故（高齢者）、肥満や脂質異常症（特に男性）については、本市のデータに改善の余地があります。取

組の強化や新たな取組が求められています。

（３）健康寿命の延伸への寄与の大きい要因への着目
　健康寿命に影響する日常生活の制限には、腰痛症（特に男性）、成人期・壮年期のメンタルヘルス

（特に子育て中の女性の悩みやストレス）、壮年期の歯の病気、成人期男性の睡眠不足、高齢期の健

診・検診等が関連していることが分かっています。また、就業状況の違いにより日常生活の制限がある

人の割合が異なるため、職場を介した取組も効果的であると考えられます。

（４）横浜市民の主要な健康課題
　次の10項目を主要な健康課題として選定し、その改善を目指します。

①生活習慣病（心血管疾患、がん、糖尿病、慢性の呼吸器系疾患）の予防を通じた早世の減少、②男

性の肥満や脂質異常症の改善、③女性の乳がんの死亡率の減少、④糖尿病の重症化の予防、⑤喫

煙・受動喫煙の減少、⑥歯周炎の予防と改善、⑦腰痛の予防と改善、⑧骨折・転倒により介護が必要

な状態となることの減少、⑨高齢期の不慮の事故による死亡率の減少、⑩成人期・壮年期のメンタル

ヘルスの向上、とします。

＜横浜市民の主要な健康課題の選定＞の要点

・市民の死亡原因の半数を占める悪性新生物、心疾患、脳血管疾患の予防に加え、全国データと
比較して改善の余地があるもの、健康寿命の延伸への寄与が大きいものなどを主要な健康課題と
して選定し、その改善を目指します。
①生活習慣病（心血管疾患、がん、糖尿病、慢性の呼吸器系疾患）の予防を通じた早世の減少
②男性の肥満や脂質異常症の改善　
③女性の乳がんの死亡率の減少
④糖尿病の重症化の予防　
⑤喫煙・受動喫煙の減少　
⑥歯周炎の予防と改善
⑦腰痛の予防と改善　
⑧骨折・転倒により介護が必要な状態となることの減少
⑨高齢期の不慮の事故による死亡率の減少
⑩成人期・壮年期のメンタルヘルスの向上
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市民の行動目標と取組第３章

第3章 市民の行動目標と取組

１　市民の行動目標の設定

（１）取組の対象とするライフステージ
　全ての市民を対象としつつ、ライフステージに合わせた取組を進めることには、取組テーマを横断し

た取組や、関係機関・団体同士の連携が行いやすくなるメリットがあります。

　第２期計画の考え方を継承し、生活習慣に大きく影響する就学・就業の有無等を考慮した、３つのラ

イフステージを設定します。

○育ち・学びの世代（乳幼児期～青年期）

○働き・子育て世代（成人・壮年期）

○実りの世代（高齢期）

　加えて、取り巻く環境、その年代を対象に行われる健診・検診を踏まえて、取組の対象とする年齢の

目安を示します。

　また、各ライフステージ別の取組には、特化した取組も必要な対象像として、妊婦、病気や障害があ

る人の状況やニーズを踏まえた取組を包摂します。

　ライフステージをイメージしやすいように、健康づくりや健康寿命の延伸をＰＲする横浜市の広報キャ

ラクター「よこはま健康ファミリィ」のアイコンを用いて表現していきます。
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2　取組に関する考え方

　行政等が取組を推進する際に、その効果を高めるために意識すべきことを「取組を推進する10の

視点」として掲げます。ライフコースアプローチ（胎児期から高齢期に至るまでの人の生涯を経時的

に捉えた健康づくり）の重要性を踏まえるとともに、健康に関心がある人だけに届きやすい取組に偏

らず、健康格差の拡大を防ぎ、予防効果を高め、時代に即したものとするためのものです（第１章「８　

取組を推進する10の視点」参照）。

　これらのアイコンを用いて、取組を推進する10の視点を表現していきます。

（２）ライフステージ別の市民の行動目標の設定
　ライフステージと取組テーマを踏まえて、市民一人ひとりが、世代に応じた健康づくりに取り組めるよう

に、親しみやすく、わかりやすい表現で20項目の「市民の行動目標」を設定し、その行動を取りやすくす

るための取組を行います。
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３　生活習慣の改善における行動目標と取組内容

（１）栄養・食生活
　栄養・食生活は、子どもたちが健やかに成長し、人 が々健康的な生活を送る上で不可欠な営みです。

また、成人期・壮年期では、多くの生活習慣病の予防や重症化予防において、高齢期では、生活機能

の維持・向上の観点からやせや低栄養等の予防において重要です。

　さらに、市民が健康的な食生活を送るため、食生活を支える食環境づくりと連携させながら取組を

進めていきます。

①1日３食、栄養バランスよく食べる（全世代）

市民の行動目標

栄養・食生活 育ち・学びの世代 働き・子育て世代 実りの世代

乳幼児期 学齢期 青年期 成人期 壮年期 高齢前期 高齢後期

①1日３食、栄養バランスよく食べる

②適正体重を維持する

現状・課題

○朝食を欠食している小・中学生の割合は、令和４年度（2022年度）は8.4％です。

○20～30歳代の市民について、朝食を「ほとんど食べない」又は「週２～３日食べる」人の割合は、

令和２年度（2020年度）は27.1％です。

○「主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日」の人の割合は、平成25

年度（2013年度）の41.3％から令和２年度（2020年度）の34.3％となり、栄養バランスのよい

食事をしている人の割合が減少しています。

○「１日の野菜摂取量」は、271ｇ（平成21年度～23年度（2009年度～2011年度））から291ｇ

（平成29年度～令和元年度（2017年度～2019年度））へと増加し、「１日の食塩摂取量」は

10.7ｇ（平成21年度～23年度（2009年度～2011年度））から9.9ｇ（平成29年度～令和元

年度（2017年度～2019年度））へと減少しています。

目指す姿

１日３食、栄養バランスのよい食生活（野菜摂取量の増加、食塩摂取量の減少を含む。）を実践して

います。
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目標 指標（直接成果） 直近値 目標値

１日３食、栄養バランス
よく食べる人（野菜摂
取量の増加、食塩摂
取量の減少を含む。）
を増やします。

朝食を欠食する小・中学生の
割合

8.4％
(R4(2022)年度)

０％
(R14(2032)年度)

食に関心をもち、自ら健全な
食生活を実践しようとしてい
る児童生徒の割合

小学校　92.0％
中学校　88.9％
(R4(2022)年度)

小学校　90％以上
中学校　90％以上
(R7(2025)年度)※

朝食を欠食する若い世代
（20～30代）の割合

27.1％
(R2(2020)年度)

15％以下
(R14(2032)年度)

主食・主菜・副菜を組み合わ
せた食事を１日２回以上 ほぼ
毎日食べている市民の割合

34.3％
(R2(2020)年度)

50％以上
(R14(2032)年度)

１日当たりの野菜摂取量の平
均値

291ｇ
(H29～R1(2017
～2019)年度)

350ｇ以上
(R12～R14(2030
～2032)年度)

１日当たりの食塩摂取量の平
均値

9.9ｇ
(H29～R1(2017
～2019)年度)

７ｇ未満
(R12～R14(2030
～2032)年度)

※横浜市教育振興基本計画で設定した令和７年度の目標値を第３期健康横浜２１の目標値とし、横浜市教育振興
基本計画にて新たな目標値を設定後、第３期健康横浜２１の目標値として改めて設定する。

取組を推進する10の視点の中で特に取り入れるもの

①将来を見据えた健康づくり
②性差を踏まえたヘルスリテラシー支援
③ナッジやインセンティブの活用
④環境の創出と利活用
⑤つながりで進める健康づくり
⑦デジタル技術の有効活用
⑩前計画からの継続課題
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ライフステージ 取組内容

行
政
の
取
組

育ち・学び ○区役所等の健診、個別相談及び教室等の中で、栄養
バランスのよい食事や規則正しい食生活（運動、睡眠
等の生活リズムを含む。）に関する啓発を行います。

○各学校の健康課題（運動、食事、休養、睡眠等）の解
決に向けた取組に協力します。

○学校、保育所等での給食等を通じて食育を実践します。

働き・子育て/実り ○性別や年代別の特性を踏まえた栄養・食生活に関す
る啓発を行います。

○個別相談や講座等の中で栄養・食生活に関する啓発
を行います。

育ち・学び/働き・子育て/実り ○「栄養バランスのよい食事」についてわかりやすい説
明媒体を作成し、啓発を行います。

○食品関連事業者（スーパーマーケットや飲食店など）、
商店街、地域団体等と連携し、身近で多様な生活の
場におけるイベントや出前講座を通じて、栄養・食生
活に関する啓発を行います。

ライフステージ 取組内容

関
係
機
関
・
団
体
の
取
組

育ち・学び ○学校給食やお弁当コンクール等のイベントを通じて、
子どもたちが食に対する興味や関心を持ち、健康的
な食生活が送れるよう支援します。

○子どもの頃から農業に親しみ、食農教育を通じた子ど
もの健康づくりを図るため、各種イベントを実施しま
す。

○体験を含めた料理教室や講座等を実施し、栄養バラ
ンスのよい食生活について啓発します。

働き・子育て/実り ○外食に関するアドバイスや栄養バランスを考慮したレ
シピ等の情報提供を行います。

○生活習慣病予防や健康づくりに関する個別相談や研
修会を開催します。

実り ○地域住民で構成する団体として、フレイル・オーラルフ
レイル予防を自ら理解し、実践します。

育ち・学び/働き・子育て/実り ○様々な世代に向けて、食を通した生活習慣の改善や
生活習慣病の予防につながる講座等を実施します。

○報道や各種番組を通じて、食を含めた健康に関する
必要な情報を発信し、健康に対する市民の関心を高
めます。

○栄養・食生活支援を行う人材の養成や拠点の設置を
進めます。
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②適正体重を維持する（全世代）

現状・課題

○20～60歳代男性の肥満の割合は31.8％（平成29年度～令和元年度（2017年度～2019年

度））で、平成21年度～23年度（2009年度～2011年度）の29.5％から改善していません。

○40～60歳代女性の肥満の割合は21.4％（平成29年度～令和元年度（2017年度～2019年

度））で、平成21年度～23年度（2009年度～2011年度）の18.8％から改善していません。

○20歳代女性のやせの割合は15.4％（平成29年度～令和元年度（2017年度～2019年度））、

低栄養傾向（ＢＭＩ※ 20以下）の高齢者の割合は24.2％（平成29年度～令和元年度（2017

年度～2019年度））となっており、次世代の健康や健康寿命にも影響を及ぼすやせや低栄養を

含めた適正体重に関する啓発が必要です。

※ＢＭＩ（体格指数）：肥満かやせすぎていないかの指標。体重kg÷身長ｍ÷身長ｍで算出される。

目指す姿

適正体重（ＢＭＩ 18.5以上25未満）を維持しています。

目標 指標（直接成果） 直近値 目標値

適正体重（ＢＭＩ
18.5以上25未満）を
維持する人を増やし
ます。

家庭で体重を測定する習慣の
ある者（週に１回以上）の割合
（20歳以上）

52.4％
(R2(2020)年度)

58％以上
(R14(2032)年度)

20～60代男性の肥満（ＢＭＩ 
25以上）の者の割合

今後把握 30％未満
(R14(2032)年度)

40～60代女性の肥満（ＢＭＩ 
25以上）の者の割合

今後把握 15％未満
(R14(2032)年度)

20～30代女性のやせ（ＢＭＩ 
18.5未満）の者の割合

今後把握 15％未満
(R14(2032)年度)

低栄養傾向（ＢＭＩ 20以下）
の高齢者（65歳以上）の割合

24.2％
(H29～R1(2017
～2019)年度)

13％未満
(R12～R14(2030
～2032)年度)

※20～60代男性の肥満（ＢＭＩ 25以上）、40～60代女性の肥満（ＢＭＩ 25以上）の出典は、「現状・課題」では
「国民健康・栄養調査」、「直近値」では「健康に関する市民意識調査」としています。
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取組を推進する10の視点の中で特に取り入れるもの

①将来を見据えた健康づくり
②性差を踏まえたヘルスリテラシー支援
③ナッジやインセンティブの活用
④環境の創出と利活用
⑤つながりで進める健康づくり
⑩前計画からの継続課題

ライフステージ 取組内容

行
政
の
取
組

育ち・学び/働き・子育て/実り ○性別や年代別の特性を踏まえた栄養・食生活（適正
体重を含む。）に関する啓発を行います。

○個別相談や講座等の中で栄養・食生活（適正体重を
含む。）に関する啓発を行います。

○食品関連事業者（スーパーマーケットや飲食店など）、
商店街、地域団体等と連携し、身近で多様な生活の
場におけるイベントや出前講座を通じて、栄養・食生活
（適正体重を含む。）に関する啓発を行います。
○学校や事業所等と連携し、学生や働き・子育て世代
への栄養・食生活（適正体重を含む。）に関する啓発
を行います。

ライフステージ 取組内容

関
係
機
関
・
団
体
の
取
組

働き・子育て/実り ○生活習慣病予防や健康づくりに関する個別相談や研
修会を開催します。

実り ○地域住民で構成する団体として、フレイル・オーラルフ
レイル予防を理解し、実践します。

育ち・学び/働き・子育て/実り ○様 な々世代に向けて、生活習慣の改善や生活習慣病
の予防につながる講座等を実施します。

○報道や各種番組を通じて、食を含めた健康に関する
必要な情報を発信し、健康に対する市民の関心を高
めます。

○栄養・食生活支援を行う人材の養成や拠点の設置を
進めます。
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（２）歯・口腔
　歯と口腔の健康は、よく噛んで食事を味わうこと、笑うことや会話を楽しむことなど、生活の質や心身

の健康を保つ基礎の一つとなります。生涯自分の歯を保ち、健康を維持していくためには、むし歯や歯

周病を予防することや、ライフステージを通じて口腔機能を維持・向上していくことが重要です。

①しっかり噛んで食後は歯みがき（育ち・学びの世代）

市民の行動目標

歯・口腔 育ち・学びの世代 働き・子育て世代 実りの世代

乳幼児期 学齢期 青年期 成人期 壮年期 高齢前期 高齢後期

①しっかり噛んで
食後は歯みがき ②「口から食べる」を維持する

現状・課題

○乳幼児・学齢期のむし歯は減っています。

○３歳児の保護者で、毎日子どもの歯をみがいている割合は９割以上です。

○口腔機能の健全な発育・発達のため、よく噛んで食べる習慣や、むし歯や歯肉炎を予防するため

の歯みがきの方法を身に付けることが必要です。

目指す姿

毎日歯をみがき、むし歯や歯肉炎の予防をしています。

目標 指標（直接成果） 直近値 目標値

食後に歯をみがき、む
し歯や歯肉炎の予防
をしている子どもを増
やします。

３歳児でむし歯のない者の
割合

94.8％
(R4(2022)年度)

90％※以上
(R6(2024)年度)

３歳児で４本以上のむし歯の
ある者の割合

１％
(R4(2022)年度)

０％
(R14(2032)年度)

12歳児でむし歯のない者の
割合

68.7％
(R3（2021)年度）

72.2％以上
(R14(2032)年度)

中学生における歯肉に異常
のある者の割合

16.4％
(R3（2021)年度）

15.5％以下
(R14(2032)年度)

※横浜市子ども・子育て支援事業計画で設定した令和６年度の目標値を第３期健康横浜２１の目標値とし、横浜市子
ども・子育て支援事業計画にて新たな目標値を設定後、第３期健康横浜２１の目標値として改めて設定する。
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取組を推進する10の視点の中で特に取り入れるもの

①将来を見据えた健康づくり
⑥誰も取り残さない健康支援
⑩前計画からの継続課題

ライフステージ 取組内容

行
政
の
取
組

育ち・学び ○むし歯、歯肉炎の予防やよく噛んで食べる等の啓発、
健全な口腔機能の発達の支援を行います。

○子どもの生活環境や健康状態、養育者の状況を把握
し、適切に養育ができるよう支援します。

ライフステージ 取組内容

関
係
機
関
・
団
体
の
取
組

育ち・学び ○乳幼児歯科健康診査の受診率の更なる向上、健康
格差の是正、第２子以降のう蝕罹患率減少、成長発
育を鑑みた歯科口腔保健の推進をします。

○障害児または配慮が必要な児童への対応を目的とし
て研修会を開催します。

○児童虐待防止を目的としての各地区の担当者協議会
に参加します。

○歯科口腔保健に関する正しい情報発信、多職種協働
による市民参加型のイベントを実施します。
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取組を推進する10の視点の中で特に取り入れるもの

①将来を見据えた健康づくり
⑦デジタル技術の有効活用
⑩前計画からの継続課題

②「口から食べる」を維持する（働き・子育て/実りの世代）

現状・課題

○20歳代から60歳代におけるオーラルフレイルの言葉を知っている人の割合は、令和２年度

（2020年度）は17.5％で低いです。

○80歳で20歯以上の自分の歯を有する人の割合は増加していますが、60歳代でなんでも噛んで

食べることができる人の割合は、平成23年度（2011年度）と令和２年度（2020年度）では、明ら

かな変化はありませんでした。今後、将来的な高齢者の増加に応じられるよう、むし歯や歯周病

の対策に加え、口腔機能の維持・向上に向けた早い時期からの取組が必要です。

目指す姿

オーラルフレイルを理解し、口腔機能の維持・向上に取り組んでいます。

高齢になっても、なんでも噛んで食べることができています。

目標 指標（直接成果） 直近値 目標値

「口から食べる」を維持
する人を増やします。

20歳以上における未処置
歯を有する者の割合（年齢
調整値）

23.0％
(R2(2020)年度)

20％以下
(R14(2032)年度)

40歳以上における自分の歯
が19歯以下の者の割合（年
齢調整値）

18.4％
(R2(2020)年度)

15％以下
(R14(2032)年度)

20代～60代における「オー
ラルフレイル」の言葉を知っ
ている者の割合

17.5％
(R2(2020)年度)

20％以上
(R14(2032)年度)

50歳以上におけるなんでも
噛んで食べることができる者
の割合（年齢調整値）

71.8％
(R2(2020)年度)

80％以上
(R14(2032)年度)

80歳で20歯以上の自分の歯
を有する者の割合

55.6％
(R2(2020)年度)

60％以上
(R14(2032)年度）
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ライフステージ 取組内容

行
政
の
取
組

働き・子育て/実り ○むし歯や歯周病予防のため、適切なセルフケアの習
慣が身につくよう啓発を行います。

○学校や事業所等と連携した、学生や働き世代への口
腔ケアの重要性等、各世代に応じた必要な情報を啓
発します。

○オーラルフレイルを知っている人を増やし、自ら口腔機
能の維持向上に取り組めるよう関係機関・団体等と
連携して普及啓発を行います。

実り ○歯の喪失や加齢等による口腔状況の変化に応じて、
適切な口腔ケアを行う習慣が身に付くよう啓発を行
います。

ライフステージ 取組内容

関
係
機
関
・
団
体
の
取
組

働き・子育て/実り ○オーラルフレイルの予防及び対策の拡充、元気づくり
ステーションを軸とした啓発活動を推進します。

○ロコモ対策の推進とフレイル・オーラルフレイル予防の
周知・理解を推進します。

○歯科口腔保健に関する正しい情報発信、多職種協働
による市民参加型のイベントを開催します。
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（３）喫煙
　喫煙は、がん、循環器疾患、糖尿病、ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）等の様 な々病気のリスクを高めま

す。子どもの頃からタバコ（紙巻き・加熱式）の害について学び、20歳以上になっても喫煙しないことが重

要です。また、タバコを吸う人が禁煙にチャレンジすることは、周囲の人の受動喫煙を減らすことにもつな

がり、吸う人のみではなく、その周囲の人 も々含めた健康の維持・増進においても大切です。

①タバコの害を学ぶ・吸い始めない（育ち・学びの世代）

市民の行動目標

喫煙 育ち・学びの世代 働き・子育て世代 実りの世代

乳幼児期 学齢期 青年期 成人期 壮年期 高齢前期 高齢後期

①タバコの害を学ぶ・
吸い始めない ②禁煙にチャレンジ

現状・課題

○20歳未満と同居する人の喫煙率は平成25年度（2013年度）の男性29.9％、女性10.5％に比

べ令和２年度（2020年度）は減少していますが、そのうち女性の喫煙率だけを見るとほとんど変

化がありません。

○20歳未満は特に受動喫煙による影響が大きいため、子どもと同居する人に対する禁煙支援を促

進することが重要です。しかし、20歳未満と同居する喫煙者の年代は働き・子育て世代が中心で

あるため、区役所による地域住民への取組は届きにくく、関係機関・団体と協力した事業の実施

が必要です。

○20歳未満で喫煙を開始すると、20歳以上で喫煙を開始した場合と比べて、がんや虚血性心疾

患などのリスクが高くなります。

○タバコを吸い始める年齢が若いほどニコチンへの依存度が高くなります。

○関係機関・団体と連携して子どもがタバコを吸わないことを選べるような啓発が必要です。子ども

が将来喫煙者にならないために、保護者への禁煙支援も重要です。

目指す姿

子どもがタバコの煙にさらされていません。

子どもがタバコの害を理解し、20歳以上になってもタバコを吸わないと考えています。
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